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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、該支持体上に温度に依存して色調が可逆的に変化する感熱層と、該感熱層上
に保護層と、前記支持体の感熱層を設ける面と反対側にバック層を有する熱可逆記録媒体
であって、少なくとも針状導電性フィラーとバインダー樹脂よりなり、該針状導電性フィ
ラーの含有量が、１０～４０質量％であり、該針状導電性フィラーの長軸が１μｍ以上１
０μｍ以下であり、かつ短軸が０．１μｍ以上０．５μｍ以下のサイズである帯電防止層
が、該バック層の最表面に露出していることを特徴とする熱可逆記録媒体。
【請求項２】
　前記バインダー樹脂が、紫外線硬化性樹脂及び熱硬化性樹脂の少なくともいずれかであ
ることを特徴とする請求項１に記載の熱可逆記録媒体。
【請求項３】
　前記針状導電性フィラーが、針状結晶を導電剤で表面処理してなる請求項１～２のいず
れかに記載の熱可逆記録媒体。
【請求項４】
　前記針状導電性フィラーが、アンチモンドープ酸化スズで被覆された酸化チタンである
請求項３に記載の熱可逆記録媒体。
【請求項５】
　前記バック層の最表面に露出している層における表面抵抗値が、１×１０１１Ω／□以
下である請求項１から４のいずれかに記載の熱可逆記録媒体。



(2) JP 4335017 B2 2009.9.30

10

20

30

40

50

【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の熱可逆記録媒体において、前記保護層にも針状導電性
フィラーを含むことを特徴とする熱可逆記録媒体。
【請求項７】
　前記帯電防止層におけるバインダー樹脂と前記保護層におけるバインダー樹脂とが同種
類である請求項６に記載の熱可逆記録媒体。
【請求項８】
　感熱層が、電子供与性呈色化合物及び電子受容性化合物を少なくとも含む請求項１から
７のいずれかに記載の熱可逆記録媒体。
【請求項９】
　電子受容性化合物が、炭素数８以上のアルキル鎖を有するフェノール化合物である請求
項８に記載の熱可逆記録媒体。
【請求項１０】
　電子供与性呈色化合物がロイコ染料である請求項８から９のいずれかに記載の熱可逆記
録媒体。
【請求項１１】
　感熱層と保護層の間に、紫外線吸収剤及び硬化性樹脂を少なくとも含む中間層を有する
請求項１から１０のいずれかに記載の熱可逆記録媒体。
【請求項１２】
　熱可逆記録媒体が、カード状及びシート状のいずれかに加工されている請求項１から１
１のいずれかに記載の熱可逆記録媒体。
【請求項１３】
　情報記憶部と可逆表示部とを有し、該可逆表示部が請求項１から１２のいずれかに記載
の熱可逆記録媒体を含むことを特徴とする熱可逆記録部材。
【請求項１４】
　情報記憶部と可逆表示部とが一体化された請求項１３に記載の熱可逆記録部材。
【請求項１５】
　情報記録部が、磁気記録層、磁気ストライプ、ＩＣメモリ、光メモリ、ＲＦ－ＩＤタグ
カード、ディスク、ディスクカートリッジ及びテープカセットから選択される請求項１３
から１４のいずれかに記載の熱可逆記録部材。
【請求項１６】
　印刷可能部分を有する請求項１３から１５のいずれかに記載の熱可逆記録部材。
【請求項１７】
　熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に画像を形成すること、及び、熱可逆記録
媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に形成された画像を消去することの少なくともいずれか
を含み、該熱可逆記録媒体が請求項１から１２のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である
ことを特徴とする画像処理方法。
【請求項１８】
　画像の形成がサーマルヘッド及びレーザー照射装置のいずれかを用いて行われる請求項
１７に記載の画像処理方法。
【請求項１９】
　画像の消去がサーマルヘッド、セラミックヒータ、ヒートロール、ホットスタンプ、ヒ
ートブロック及びレーザー照射装置から選択されるいずれかを用いて行われる請求項１７
から１８のいずれかに記載の画像処理方法。
【請求項２０】
　サーマルヘッドを用いて画像を消去しつつ新しい画像を形成する請求項１７から１９の
いずれかに記載の画像処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、帯電防止が図れ、消去印字の繰り返し熱によるカールの発生が防止でき、繰
り返し使用や使用環境に影響を受けない搬送性を兼ね備えた熱可逆記録媒体、並びに、該
熱可逆記録媒体を用いた熱可逆記録部材、画像処理装置及び画像処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、一時的な画像形成を行うことができ、不要となったときにはその画像の消去がで
きる可逆性感熱記録媒体（以下、「熱可逆記録媒体」、「記録媒体」と称することがある
）が注目されている。その代表的なものとしては、樹脂中に長鎖脂肪族炭化水素基を持つ
有機リン酸化合物、脂肪族カルボン酸化合物又はフェノール化合物のような顕色剤と、ロ
イコ染料のような発色剤とを分散させてなる熱可逆記録媒体が知られている（特許文献１
及び２参照）。
【０００３】
　このような熱可逆記録媒体は、磁気記録層を有するＰＥＴフィルムを支持体としている
ものが多く、主にポイントカードとして市場で使われている。一方において、薄手の支持
体上に熱可逆性記録層を設け、その支持体の反対面に接着層を設けて、様々な基材に対し
て熱と圧力によりラミネートして熱可逆記録媒体として使用する方法も数多く提案されて
いる（例えば、特許文献３～６参照）。
　しかし、これら提案は、光メモリ、接触式ＩＣ、非接触式ＩＣ、磁気記録と組み合わせ
られ、ほとんどの基材が厚く、大きさが制限されているカードであり、カード用途が制限
されている。そのため、入出チケット、冷凍食品用容器、工業製品、各種薬品容器等のス
テッカー、物流管理用途、製造工程管理用途などの大きな画面、多様な表示には不向きで
あった。
【０００４】
　そこで、上記のような用途に使用するためには、カードサイズよりも大きなシートサイ
ズの熱可逆記録媒体が必要となる。ここで、前記シートサイズとは、カードサイズ（５４
ｍｍ×８５ｍｍ）よりも大きいサイズのものを意味する。
　前記熱可逆記録媒体をシートとして使用すると、ポイントカードや厚手基材のカードと
比べてサイズが大きくなるため、プリンター搬送時に熱可逆記録媒体同士や搬送ローラ等
の接触により帯電しやすくなる。また、接触面積が大きくなるため、熱可逆記録媒体に蓄
積される静電気が多くなる。その結果、熱可逆記録媒体同士が貼り付いてプリンターで搬
送し難くなる。また、熱による繰り返し印字と消去によって熱可逆記録媒体が収縮しカー
ルが発生するが、そのカール度合いが大きくなって搬送不良の原因となるという問題があ
る。
【０００５】
　そこで、前記課題に対して帯電防止効果を向上させた熱可逆記録媒体が報告されている
。例えば、特許文献７では、表面抵抗値が２０℃－相対湿度６５％の環境下で１×１０１

３Ω／□以下であり、かつ表面の静摩擦係数が０．６５以下である熱可逆記録媒体が提案
されている。しかし、この提案では、低湿度環境で測定した場合の表面抵抗値が低下して
しまい、特に１×１０１１Ω／□以下の表面抵抗値の熱可逆記録媒体では低湿環境では徐
電が十分に図れず、低湿環境で繰り返し消去印字を行うと熱可逆記録媒体が帯電し、プリ
ンター内で熱可逆記録媒体同士が貼り付いて搬送不良が生じてしまう。また、繰り返し使
用によりカールが大きくなり、それ自体でプリンター内での搬送不良の原因となるという
問題もある。
【０００６】
　また、特許文献８では、導電性粉末を含有させ、その導電性粉末が短径１μｍ以下であ
る熱可逆記録媒体が提案されている。この提案によれば、熱可逆記録媒体へのホコリの付
着は減るが熱可逆記録媒体の表面形状については開示も示唆もなく、熱可逆記録媒体を重
ねてプリンターで搬送する際に給紙ローラでは搬送しにくい表面となる。その結果、シー
トを分離することができず搬送不良となる。また、この熱可逆記録媒体で繰り返し消去印
字を行うと消去印字時の熱により熱可逆記録媒体にカールが発生し、プリンター内での搬
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送不良の原因となるという問題がある。
　更に、特許文献９では、導電性の金属酸化物半導体粉末を含有する層が１層以上存在し
、その粉末が酸化スズで被覆された導電性顔料である熱可逆記録媒体が提案されている。
しかし、同様に熱可逆記録媒体の表面形状には触れておらず、熱可逆記録媒体を重ねてプ
リンターで搬送する際に給紙ローラで搬送しにくい表面となる。しかも、この熱可逆記録
媒体で繰り返し消去印字を行うと消去印字時の熱により熱可逆記録媒体にカールが発生し
、プリンター内での搬送不良の原因となるという問題がある。
【０００７】
　その他の分野では、帯電防止機能を持たせる方法としては、例えば、導電性針状結晶を
含有する熱転写受像シートが提案されている（特許文献１０参照）。しかし、この提案で
は、熱可逆記録媒体にそのまま使用しても十分な帯電防止効果を得ることができず、帯電
防止層を最表面に設ける例は報告されておらず、プリンター搬送性についても不十分とな
る。しかも、この提案では繰り返し消去印字を行う過程で熱可逆記録媒体同士が貼り付い
て重送の問題が発生するおそれがある。また、カール防止に対しても、不十分であり繰り
返し消去印字の際の熱により熱可逆記録媒体のカールが進み、結果として搬送不良が発生
してしまうという問題がある。
【０００８】
　また、カールの発生防止に関しては、表裏の樹脂として紫外線硬化樹脂を用い、保護層
面と裏面の動摩擦係数が０．３以上であり、保護層面同士の動摩擦係数が０．３以下であ
る熱可逆記録媒体が提案されている（特許文献１１参照）。この提案によれば、カールの
発生防止には効果があるが、これだけでは繰り返し消去印字を行うと熱可逆記録媒体が帯
電し、熱可逆記録媒体同士が貼り付いて、搬送不良が発生する。また、繰り返し消去印字
を行った時にヘッドによる熱と圧力、消去ユニットによる加熱により表面性が変化し、搬
送不良が発生する。しかも、熱可逆記録媒体の表裏を間違えてプリンターにセットした時
に裏面同士、保護層同士の摩擦係数の値に差が生じ、搬送不良の原因となってしまうとい
う問題がある。
【０００９】
　したがって、上述したように帯電防止とカール発生の防止についてはそれぞれ独立に解
決する方法はあるが、帯電防止及びカール発生の防止を図れ、繰り返し使用や使用環境に
影響を受けない優れた搬送性の全ての性能を満たした熱可逆記録媒体及び関連技術につい
ては未だ提供されていないのが現状である。
【００１０】
【特許文献１】特開平５－１２４３６０号公報
【特許文献２】特開平６－２１０９５４号公報
【特許文献３】特開２０００－９４８６６号公報
【特許文献４】特開２０００－２５１０４２号公報
【特許文献５】特開２００１－６３２２８号公報
【特許文献６】特開２００２－１０３６５４号公報
【特許文献７】特開平１１－２５４８２２号公報
【特許文献８】特開平１０－２５０２３９号公報
【特許文献９】特開平１１－９１２４３号公報
【特許文献１０】特開平１１－７８２５５号公報
【特許文献１１】特開平８－１８７９４１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、かかる現状に鑑みてなされたものであり、従来における前記諸問題を解決し
、以下の目的を達成することを課題とする。即ち、本発明は、帯電防止が図れ、消去印字
の繰り返し熱によるカールの発生が防止でき、繰り返し使用や使用環境に影響を受けない
優れた搬送性を兼ね備えた熱可逆記録媒体、並びに、該熱可逆記録媒体を用いた熱可逆記
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録部材、画像処理装置及び画像処理方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記課題を解決するための手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　支持体と、該支持体上に温度に依存して色調が可逆的に変化する感熱層と、該
感熱層上に保護層と、前記支持体の感熱層を設ける面と反対側にバック層を有し、該バッ
ク層が、針状導電性フィラーを少なくとも含むことを特徴とする熱可逆記録媒体である。
　＜２＞　保護層及びバック層が針状導電性フィラーを含む前記＜１＞に記載の熱可逆記
録媒体である。
　＜３＞　針状導電性フィラーの長軸が１μｍ以上１０μｍ以下であり、かつ短軸が０．
１μｍ以上０．５μｍ以下のサイズを含む前記＜１＞から＜２＞のいずれかに記載の熱可
逆記録媒体である。
　＜４＞　針状導電性フィラーが、針状結晶を導電剤で表面処理してなる前記＜１＞から
＜３＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜５＞　針状導電性フィラーが、アンチモンドープ酸化スズで被覆された酸化チタンで
ある前記＜４＞に記載の熱可逆記録媒体である。
　＜６＞　露出している最表層における表面抵抗値が、１×１０１１Ω／□以下である前
記＜１＞から＜５＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜７＞　針状導電性フィラーを含有する層における針状導電性フィラーの含有量が、１
０～４０質量％である前記＜１＞から＜６＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜８＞　バック層と保護層の静摩擦係数の差が、０．１以下である前記＜１＞から＜７
＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜９＞　バック層と保護層の静摩擦係数が０．３以下である前記＜１＞から＜８＞のい
ずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１０＞　バック層及び保護層がバインダー樹脂を含み、該バック層におけるバインダ
ー樹脂と前記保護層におけるバインダー樹脂とが同種類である前記＜１＞から＜９＞のい
ずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１１＞　バインダー樹脂が、紫外線硬化性樹脂及び熱硬化性樹脂の少なくともいずれ
かである前記＜１０＞に記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１２＞　紫外線硬化性樹脂が紫外線照射により架橋状態の樹脂、及び熱硬化性樹脂が
イソシアネート化合物により架橋状態の樹脂のいずれかである前記＜１１＞に記載の熱可
逆記録媒体である。
　＜１３＞　感熱層が、電子供与性呈色化合物及び電子受容性化合物を少なくとも含む前
記＜１＞から＜１２＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１４＞　電子受容性化合物が、炭素数８以上のアルキル鎖を有するフェノール化合物
である前記＜１３＞に記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１５＞　電子供与性呈色化合物がロイコ染料である前記＜１３＞から＜１４＞のいず
れかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１６＞　感熱層と保護層の間に、紫外線吸収剤及び硬化性樹脂を少なくとも含む中間
層を有する前記＜１＞から＜１５＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１７＞　熱可逆記録媒体が、カード状及びシート状のいずれかに加工されている前記
＜１＞から＜１６＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体である。
　＜１８＞　前記＜１＞から＜１７＞のいずれかに記載の熱可逆記録媒体における画像を
形成する面と反対側の面に、接着剤層及び粘着剤層のいずれかを有することを特徴とする
熱可逆記録ラベルである。
　＜１９＞　情報記憶部と可逆表示部とを有し、該可逆表示部が前記＜１＞から＜１７＞
のいずれかに記載の熱可逆記録媒体を含むことを特徴とする熱可逆記録部材である。
　＜２０＞　情報記憶部と可逆表示部とが一体化された前記＜１９＞に記載の熱可逆記録
部材である。
　＜２１＞　情報記録部が、磁気記録層、磁気ストライプ、ＩＣメモリ、光メモリ、ＲＦ
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－ＩＤタグカード、ディスク、ディスクカートリッジ及びテープカセットから選択される
前記＜１９＞から＜２０＞のいずれかに記載の熱可逆記録部材である。
　＜２２＞　印刷可能部分を有する前記＜１９＞から＜２１＞のいずれかに記載の熱可逆
記録部材である。
　＜２３＞　不可逆な可視情報が、予め感熱層側表面及び裏面の少なくとも一部に形成さ
れている前記＜１９＞から＜２２＞のいずれかに記載の熱可逆記録部材である。
　＜２４＞　熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に画像を形成する画像形成手段
と、熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に形成された画像を消去する画像消去手
段との少なくともいずれかを有してなり、該熱可逆記録媒体が前記＜１＞から＜１７＞の
いずれかに記載の熱可逆記録媒体であることを特徴とする画像処理装置である。
　＜２５＞　画像形成手段が、サーマルヘッド及びレーザー照射装置のいずれかである前
記＜２４＞に記載の画像処理装置である。
　＜２６＞　画像消去手段が、サーマルヘッド、セラミックヒータ、ヒートロール、ホッ
トスタンプ、ヒートブロック及びレーザーから選択されるいずれかである前記＜２４＞か
ら＜２５＞のいずれかに記載の画像処理装置である。
　＜２７＞　熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に画像を形成すること、及び、
熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に形成された画像を消去することの少なくと
もいずれかを含み、該熱可逆記録媒体が前記＜１＞から＜１７＞のいずれかに記載の熱可
逆記録媒体であることを特徴とする画像処理方法である。
　＜２８＞　画像の形成がサーマルヘッド及びレーザー照射装置のいずれかを用いて行わ
れる前記＜２７＞に記載の画像処理方法である。
　＜２９＞　画像の消去がサーマルヘッド、セラミックヒータ、ヒートロール、ホットス
タンプ、ヒートブロック及びレーザーから選択されるいずれかを用いて行われる前記＜２
７＞から＜２８＞のいずれかに記載の画像処理方法である。
　＜３０＞　サーマルヘッドを用いて画像を消去しつつ新しい画像を形成する前記＜２７
＞から＜２９＞のいずれかに記載の画像処理方法である。
【００１３】
　本発明の熱可逆記録媒体は、支持体と、該支持体上に温度に依存して色調が可逆的に変
化する感熱層と、該感熱層上に保護層と、前記支持体の感熱層を設ける面と反対側にバッ
ク層を有し、該バック層が、針状導電性フィラーを少なくとも含む。該本発明の熱可逆記
録媒体においては、バック層が、針状導電性フィラーを少なくとも含むことによって、搬
送時のローラとの摩擦や熱可逆記録媒体同士の擦れにより発生する静電気を熱可逆記録媒
体に溜めることなくリークすることができる。その結果、熱可逆記録媒体同士の貼り付き
が抑えられると共に、消去印字時に印字不良の原因となるチリやホコリを吸着しないとい
う効果がある。また、バック層内に針状導電性フィラーを含めることによって各針状導電
性フィラーが絡み合い、繰り返し消去印字を行っても熱履歴によるカール発生を抑えるこ
とができる。更に、針状導電性フィラーであるため、熱可逆記録媒体の表面にフィラーの
端部が現れやすくなり、熱可逆記録媒体表面に凹凸を設けることができ、搬送性が向上す
る。
【００１４】
　本発明の熱可逆記録ラベルは、本発明の前記熱可逆記録媒体における画像を形成する面
と反対側の面に、接着剤層及び粘着剤層のいずれかを有する。該熱可逆記録ラベルでは、
前記熱可逆記録媒体部分において、バック層が、針状導電性フィラーを少なくとも含むこ
とによって、帯電防止及びカール発生の防止を図れ、搬送性を著しく向上させることがで
き、視認性等に優れた画像が形成される。また、前記接着剤層及び粘着剤層のいずれかを
有するので、前記感熱層を直接塗布することが困難な磁気ストライプ付塩化ビニル製カー
ド等の厚手の基板、カードサイズよりも大きなシートサイズの容器、ステッカー、大画面
、など広範な用途に適用できる。
【００１５】
　本発明の熱可逆記録部材は、情報記憶部と可逆表示部とを有し、該可逆表示部が本発明
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の前記熱可逆記録媒体である。該熱可逆記録部材は、前記可逆表示部において、バック層
が、針状導電性フィラーを少なくとも含むことによって、帯電防止及びカール発生の防止
を図れ、搬送性を著しく向上させることができ、所望の画像が所望のタイミングで形成さ
れ消去される。そして、コントラスト、視認性等に優れた画像が形成される。一方、前記
情報記録部では磁気記録層、磁気ストライプ、ＩＣメモリ、光メモリ、ＲＦ－ＩＤタグカ
ード、ディスク、ディスクカートリッジ、テープカセット、等の種類に応じた記録方式に
より、文字情報、画像情報、音楽情報、映像情報等の所望の諸情報が記録され消去される
。
【００１６】
　本発明の画像処理装置は、前記本発明の熱可逆記録媒体を加熱し、画像を形成する画像
形成手段及び画像の消去を行う画像消去手段の少なくともいずれかを有する。該画像処理
装置においては、前記画像消去手段が、本発明の前記熱可逆記録媒体を加熱して該熱可逆
記録媒体に画像を形成する。一方、前記画像形成手段が、本発明の前記熱可逆記録媒体を
加熱して該熱可逆記録媒体に形成された画像を消去する。本発明では、前記熱可逆記録媒
体として帯電防止及びカール発生の防止を図れ、搬送性が著しく向上した前記本発明の熱
可逆記録媒体を用いているので、印字と消去を繰り返してもカールの発生がなく、熱可逆
記録媒体が重送や紙詰まりなどの搬送不良となることが防止できる。
【００１７】
　本発明の画像処理方法は、前記本発明の熱可逆記録媒体を加熱して画像の形成及び画像
の消去の少なくともいずれかを行う。該画像処理方法においては、本発明の前記熱可逆記
録媒体を加熱して該熱可逆記録媒体に画像を形成する。一方、本発明の前記熱可逆記録媒
体を加熱して該熱可逆記録媒体に形成された画像を消去する。本発明では、前記熱可逆記
録媒体として帯電防止及びカール発生の防止を図れ、搬送性が著しく向上した前記本発明
の熱可逆記録媒体を用いているので、印字と消去を繰り返し使用してもカールの発生がな
く、熱可逆記録媒体が重送や紙詰まりなどの搬送不良が防止できる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によると、従来における諸問題を解決でき、熱エネルギーを制御することにより
発色画像の形成と消去が可能な熱可逆記録媒体において、プリンター搬送性に優れ、繰り
返し使用しても媒体同士の貼り付きが無く、しかも繰り返し使用によるカールの発生がな
く、使用中にゴミなどの付着がしにくく、使用環境が低温低湿環境から高温高湿環境で使
用しても搬送性に優れた熱可逆記録媒体等を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
（熱可逆記録媒体）
　本発明の熱可逆記録媒体は、支持体と、バック層と、保護層と、感熱層とを少なくとも
有してなり、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【００２０】
＜支持体＞
　前記支持体としては、その形状、構造、大きさ等については、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができ、前記形状としては、例えば平板状などが挙げられ、前記
構造としては、単層構造であってもいし、積層構造であってもよく、前記大きさとしては
、前記熱可逆記録媒体の大きさ等に応じて適宜選択することができる。
【００２１】
　前記支持体の材料としては、例えば、無機材料、有機材料、などが挙げられる。前記無
機材料としては、例えば、ガラス、石英、シリコン、酸化シリコン、酸化アルミニウム、
ＳｉＯ２、金属等が挙げられる。前記有機材料としては、例えば、紙、三酢酸セルロース
等のセルロース誘導体、合成紙、ポリエチレンテレフタレート、ポリカーボネート、ポリ
スチレン、ポリメチルメタクリレート等が挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
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【００２２】
　前記支持体には、塗布層の接着性を向上させる目的で、コロナ放電処理、酸化反応処理
（クロム酸等）、エッチング処理、易接着処理、帯電防止処理、等により表面改質するこ
とが好ましい。また、前記支持体には、酸化チタン等の白色顔料などを添加して白色にす
ることが好ましい。
　前記支持体の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
５０～２，０００μｍが好ましく、１００～１，０００μｍがより好ましい。
【００２３】
＜バック層＞
　前記バック層は、前記支持体の感熱層を設ける面と反対側の面（裏面）に形成されてい
れば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、１層以上の複数層に形成し
てもよく、特に、露出した最表面（最裏面）であることが好ましい。
　前記バック層には、針状導電性フィラーを少なくとも含有し、バインダー樹脂、更に必
要に応じて、他のフィラー、滑剤、着色顔料等のその他の成分を含有してなる。
【００２４】
　本発明においては、前記バック層が針状導電性フィラーを含むことにより、搬送時のロ
ーラとの摩擦や熱可逆記録媒体同士の擦れにより発生する静電気を熱可逆記録媒体に溜め
ることなくリークすることができる。これにより、熱可逆記録媒体の貼り付きが抑えられ
ると共に、消去印字時に印字不良の原因となるチリやホコリを吸着しないという効果があ
る。また、バック層内に針状導電性フィラーを含めることによって各針状導電性フィラー
が絡み合うために繰り返し消去印字を行っても熱履歴によるカール発生を抑えることがで
きる。しかも、針状導電性フィラーであるため、熱可逆記録媒体表面にフィラーの端部が
現れやすくなり、熱可逆記録媒体表面に凹凸を設けることができ、搬送性が向上する。
【００２５】
－針状導電性フィラー－
　前記針状導電性フィラーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、針状結晶を導電剤で表面処理したもの、などが好適である。
【００２６】
　前記針状結晶としては、例えば、酸化チタン、チタン酸カリウム、ホウ酸アルミニウム
、炭化珪素、窒化珪素、等が挙げられる。これらの中でも、結晶成長のコントロールし易
さ、安定したサイズの結晶を得ることが可能な点から、酸化チタンが特に好ましい。また
、前記酸化チタンは、塗工液を作成する際の分散時に破壊されない強度を持ち、塗膜にし
た時の表面を粗し、表面強度と硬さを維持できる点からも好適である。
【００２７】
　前記導電剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、アンチモンドープ酸化スズ、スズドープ酸化インジウム、アルミドープ酸化亜鉛、フッ
素ドープ酸化スズ、等が挙げられる。これらの中でも、表面電気抵抗率の安定性、金属電
気伝導性、安定性、コストの点から、アンチモンドープ酸化スズが特に好ましい。該アン
チモンドープ酸化スズで針状結晶を被覆することによって、水の介在が無くても記録媒体
に発生した静電気をリークすることができる機能を失うことがなく、バック層は湿度依存
性が無い物性となる。
【００２８】
　前記針状導電性フィラーとしては、具体的には、アンチモンドープ酸化スズで表面が被
覆されている酸化チタンが特に好ましい。前記針状導電性フィラーが酸化チタンからなる
ためフィラーの強度を高めることができることにより、繰り返し消去印字時のヘッドによ
る熱と圧力の影響、搬送ローラとの摩擦、接触、熱可逆記録媒体同士が擦れ合う時の摩擦
の影響を受けずに表面に凹凸を設けることができる。
【００２９】
　前記針状導電性フィラーは、フィラー同士が有効に重なり合って、静電気のリーク効果
を向上させることができる観点から、長軸は１μｍ以上１０μｍ以下であり、かつ短軸は
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０．１μｍ以上０．５μｍ以下が好ましく、長軸は２μｍ以上８μｍ以下であり、かつ短
軸は０．１５μｍ以上０．４μｍ以下がより好ましく、長軸は３μｍ以上７μｍ以下であ
り、かつ短軸は０．２μｍ以上０．３５μｍ以下が特に好ましい。
　前記長軸が１μｍ未満であると、フィラーの重なりが不十分となり静電気のリーク効果
が低下してしまうことがあり、また、塗工膜の表面にフィラーが現れなくなり静電気の逃
げ場がなくなると共に、表面が平滑となり、熱可逆記録媒体の密着による搬送不良が発生
することがある。一方、長軸が１０μｍを超えると、熱可逆記録媒体の表面に大きく浮き
出し、搬送の妨げとなることがある。
　また、前記短軸が０．１μｍ未満であると、フィラーの強度が不十分となり、特に表面
に現れている部分が繰り返し消去印字を行っていく過程で摩耗が発生し、初期状態の効果
を維持することが難しくなることがある。一方、０．５μｍを超えると、針状導電性フィ
ラーが太くなりすぎるため、表面に大きな凹凸が現れて搬送時の妨げとなることがある。
【００３０】
　前記針状導電性フィラーの前記バック層中における含有量は、１０～４０質量％が好ま
しく、１５～３５質量％がより好ましく、１７～２５質量％が更に好ましい。
　前記含有量が１０質量％未満であると、針状導電性フィラーの重なり合いが不十分とな
り、急激に表面抵抗値が高くなり、結果として搬送不良が発生することがあり、４０質量
％を超えると、表面に多くのフィラーが現れ、熱可逆記録媒体表面に大きな凹凸が現れ、
熱可逆記録媒体の搬送性を低下させてしまうと共に、搬送用ローラやサーマルヘッドやそ
の他の部材を摩耗させてしまうことがある。
【００３１】
－バインダー樹脂－
　前記バインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、熱硬化性樹脂、紫外線（ＵＶ）硬化性樹脂、電子線硬化性樹脂、等が挙げられ
、これらの中でも、紫外線（ＵＶ）硬化性樹脂、熱硬化性樹脂が特に好ましい。
　前記ＵＶ硬化性樹脂は、硬化後非常に硬い膜を形成することができ、繰り返し耐久性に
優れたバック層が得られる。また、前記熱硬化性樹脂は、前記ＵＶ硬化性樹脂にはやや劣
るが表面を硬くすることができ、繰り返し耐久性に優れる。
【００３２】
　前記ＵＶ硬化性樹脂としては、特に制限はなく、公知のものの中から目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、ウレタンアクリレート系、エポキシアクリレート系、ポリ
エステルアクリレート系、ポリエーテルアクリレート系、ビニル系、不飽和ポリエステル
系のオリゴマーや各種単官能、多官能のアクリレート、メタクリレート、ビニルエステル
、エチレン誘導体、アリル化合物等のモノマーが挙げられる。これらの中でも、４官能以
上の多官能性のモノマー又はオリゴマーが特に好ましい。これらのモノマー又はオリゴマ
ーを２種類以上混合することで樹脂膜の硬さ、収縮度、柔軟性、塗膜強度等を適宜調節す
ることができる。
【００３３】
　前記多官能性モノマー又はオリゴマーとしては、例えば、トリメチロールプロパントリ
アクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、グリセリンＰＯ付加トリアクリ
レート、トリスアクリロイルオキシエチルフォスフェート、ペンタエリスリトールテトラ
アクリレート、トリメチロールプロパンのプロピレンオキサイド３モル付加物のトリアク
リレート、グリセリルプロポキシトリアクリレート、ジペンタエリスリトール・ポリアク
リレート、ジペンタエリスリトールのカプロラクトン付加物のポリアクリレート、プロピ
オン酸・ジペンタエリスリトールトリアクリレート、ヒドロキシピバルアルデヒド変性ジ
メチロールプロピントリアクリレート、プロピオン酸・ジペンタエリスリトールのテトラ
アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、プロピオン酸ジペンタエ
リスリトールのペンタアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート付加ウレ
タンプレポリマー、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、ＤＰＨＡ
のε－カプロラクトン付加物、等が挙げられる。
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【００３４】
　また、前記モノマー又はオリゴマーを紫外線を用いて硬化させるためには、光重合開始
剤、光重合促進剤を用いる必要がある。
　前記光重合開始剤としては、ラジカル反応型とイオン反応型に大別でき、更に、ラジカ
ル反応型は光開裂型と水素引抜き型とに分けられる。
　前記光重合開始剤としては、例えば、イソブチルベンゾインエーテル、イソプロピルベ
ンゾインエーテル、ベンゾインエチルエーテルベンゾインメチルエーテル、１－フェニル
－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシシカルボニル）オキシム、２，２－ジメ
トキシ－２－フェニルアセトフェノンベンジル、ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケト
ン、ジエトキシアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－
１－オン、ベンゾフェノン、クロロチオキサントン、２－クロロチオキサントン、イソプ
ロピルチオキサントン、２－メチルチオキサントン、塩素置換ベンゾフェノン等が挙げら
れ、単独で又は２種以上混合して使用されるが、これらに限定されるものではない。
【００３５】
　前記光重合促進剤としては、ベンゾフェノン系やチオキサントン系などの水素引抜きタ
イプの光重合開始剤に対し、硬化速度を向上させる効果を有するものが好ましく、例えば
、芳香族系の第３級アミンや脂肪族アミン系、などが挙げられる。具体的には、ｐ－ジメ
チルアミノ安息香酸イソアミルエステル、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステルな
どが挙げられる。これら光重合促進剤は単独で又は２種以上混合して使用される。
　前記光重合開始剤又は光重合促進剤の添加量は、前記バック層の樹脂成分の全質量に対
し０．１～２０質量％が好ましく、１～１０質量％がより好ましい。
【００３６】
　前記熱硬化性樹脂としては、特に制限はなく、公知のものの中から目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、水酸基やカルボキシル基等の架橋剤と反応する基を持つ樹脂
、又は水酸基やカルボキシル基等を持つモノマーとそれ以外のモノマーを共重合した樹脂
などが挙げられる。このような熱硬化性樹脂としては、例えば、フェノキシ樹脂、ポリビ
ニルブチラール樹脂、セルロースアセテートプロピオネート樹脂、セルロースアセテート
ブチレート樹脂、アクリルポリオール樹脂、ポリエステルポリオール樹脂、ポリウレタン
ポリオール樹脂、等が挙げられる。これらの中でも、アクリルポリオール樹脂、ポリエス
テルポリオール樹脂、ポリウレタンポリオール樹脂が特に好ましい。
【００３７】
　前記アクリルポリオール樹脂は、（メタ）アクリル酸エステル単量体と、カルボン酸基
を有する不飽和単量体、水酸基を有する不飽和単量体、及びその他のエチレン性不飽和単
量体とを用い、公知の溶液重合法、懸濁重合法、乳化重合法等に従って合成することがで
きる。
　前記水酸基を有する不飽和単量体としては、例えば、ヒドロキシエチルアクリレート（
ＨＥＡ）、ヒドロキシプロピルアクリレート（ＨＰＡ）、２－ヒドロキシエチルメタクリ
レート（ＨＥＭＡ）、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート（ＨＰＭＡ）、２－ヒドロ
キシブチルモノアクリレート（２－ＨＢＡ）、１，４－ヒドロキシブチルモノアクリレー
ト（１－ＨＢＡ）などが用いられるが、第１級水酸基をもつモノマーを使用した方が塗膜
のワレ抵抗性や耐久性が良いことから、２－ヒドロキシエチルメタクリレートが好ましく
用いられる。
　前記アクリルポリオール樹脂は、画像の印字・消去の繰返し耐久性を向上させる観点か
らは、架橋剤を用いて架橋させておくことが好ましい。該架橋は、例えば、熱、紫外線、
電子線などにより行うことができる。これらの中でも、低コストで容易に行うことができ
、硬化のための長期保存が不要な点で、熱や紫外線による架橋が好ましい。
【００３８】
　前記架橋剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、イソシアネート類、アミノ樹脂、フェノール樹脂、アミン類、エポキシ化合物、等が挙
げられる。これらの中でも、イソシアネート類が好ましく、特に好ましくはイソシアネー
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ト基を複数持つポリイソシアネート化合物である。
　前記イソシアネート類としては、例えば、ヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）
、トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）、又は
これらのトリメチロールプロパン等によるアダクトタイプ、ビュレットタイプ、イソシア
ヌレートタイプ、又はブロック化イソシアネート類等が挙げられる。
【００３９】
　前記架橋剤のバインダー樹脂に対する添加量は、バインダー樹脂中に含まれる活性基の
数に対する架橋剤の官能基の比は０．０１～２が好ましい。これ以下では熱強度が不足し
てしまい、また、これ以上添加すると発色・消色特性に悪影響を及ぼす。
　更に、架橋促進剤としてこの種の反応に用いられる触媒を用いてもよい。該架橋促進剤
としては、例えば、１，４－ジアザビシクロ〔２，２，２〕オクタン等の３級アミン類、
有機スズ化合物等の金属化合物、などが挙げられる。
　前記熱架橋した場合の熱硬化性樹脂のゲル分率は、３０％以上が好ましく、５０％以上
がより好ましく、７０％以上が更に好ましい。前記ゲル分率が３０％未満であると、架橋
状態が十分でなく耐久性に劣ることがある。
【００４０】
　前記熱硬化性樹脂の水酸基価は７０ＫＯＨｍｇ／ｇ以上が好ましく、９０ＫＯＨｍｇ／
ｇ以上がより好ましい。前記水酸基価が７０ＫＯＨｍｇ／ｇ以上であると、耐久性、塗膜
表面硬度、ワレ抵抗性が向上する。
【００４１】
　前記バック層には、前記針状導電性フィラー及び前記バインダー樹脂の他に、更に必要
に応じて、他のフィラー、滑剤、着色顔料等のその他の成分を添加することができる。
【００４２】
　前記他のフィラーとしては、針状導電性フィラー以外であれば特に制限はなく、球状等
の形状であってもよく、例えば、無機フィラー、有機フィラーなどが挙げられる。
　前記無機フィラーとしては、例えば、炭酸塩、ケイ酸塩、金属酸化物、硫酸化合物、等
が挙げられる。前記有機フィラーとしては、例えば、シリコーン樹脂、セルロース樹脂、
エポキシ樹脂、ナイロン樹脂、フェノール樹脂、ポリウレタン樹脂、ユリア樹脂、メラミ
ン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリカーボネート樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂、
ポリエチレン樹脂、ホルムアルデヒド系樹脂、ポリメチルメタクリレート樹脂、等が挙げ
られる。
　前記他のフィラーの前記バック層における含有量は、１～２０質量％が好ましい。
　前記含有量が、１質量％未満であると、フィラー添加による表面性に効果がなくなるこ
とがあり、２０質量％を超えると、針状導電性フィラーの帯電防止効果を弱めてしまうこ
とがある。
【００４３】
　前記滑剤としては、例えば、合成ワックス類、植物性ワックス類、動物性ワックス類、
高級アルコール類、高級脂肪酸類、高級脂肪酸エステル類、アミド類、などが挙げられる
。また、バック層を着色して表裏の区別ができるように着色してもよい。該着色させるに
は染料や顔料を用いることが好ましく、熱により繰り返し履歴がかかるため顔料を用いる
ことが特に好ましい。
【００４４】
　前記バック層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、前記針状導電性フィラー、前記バインダー樹脂、前記その他の添加物を、溶媒と一
緒に混合してなる混合物を均一に混合分散させて調製した塗液を用いる。
【００４５】
　前記溶媒としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
水、アルコール、ケトン、アミド、エーテル類、グリコール類、グリコールエーテル類、
グリコールエステルアセテート類、エステル類、芳香族炭化水素類、脂肪族炭化水素類、
ハロゲン化炭化水素類、スルホキシド類、ピロリドン類、等が挙げられる。これらの中で



(12) JP 4335017 B2 2009.9.30

10

20

30

40

50

も、水、メタノール、エタノール、イソプロパノール，ｎ－ブタノール、アセトン、メチ
ルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルム
アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、３
，４－ジヒドロ－２Ｈ－ピラン、２－メトキシエタノール、２－エトキシエタノール、２
－ブトキシエタノール、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、トルエン、キシレン、ヘ
キサン、ヘプタン、シクロヘキサン、ジメチルスルホキシド、等が好適である。更に、水
、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、
シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、酢酸エチル、酢酸ブチル、トルエン、キシレン
、等が特に好適である。
　なお、前記塗液の調製は、例えば、ペイントシェーカー、ボールミル、アトライター、
三本ロールミル、ケディーミル、サンドミル、ダイノミル、コロイドミル、等の公知の塗
液分散装置を用いて行うことができる。
【００４６】
　前記バック層の塗工方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、ロール状で連続して、又はシート状に裁断した支持体を搬送し、該支持体上に、例
えば、ブレード塗工、ワイヤーバー塗工、スプレー塗工、エアナイフ塗工、ビード塗工、
カーテン塗工、グラビア塗工、キス塗工、リバースロール塗工、ディップ塗工、ダイ塗工
等公知の方法で塗布する。そして、塗布したシートは、引き続き、送風乾燥機の中に搬送
され、３０～１５０℃にて１０秒～１０分間乾燥される。
【００４７】
　この場合特に、無欠陥塗工を行うためには、塗布液は事前や送液中に通常の濾紙の他、
ステンレスメッシュ、ナイロンメッシュ等の網、又はコットンフィルター、ファイバーカ
ーボンフィルター等の天然又は合成繊維系フィルター、メンブランフィルター等の膜濾過
を通したり、超音波を１分～２００時間、好ましくは１０分～８０時間掛けることによっ
て異物を除いたり、泡の混入、分散物の凝集を避けることができる。
【００４８】
　また、前記塗布は、クラス１０，０００以下のクリーンルーム内で行うことが好ましい
。
前記乾燥には、フィルター及び除湿装置を通した空気又は窒素等の不活性ガスを熱し、こ
れを表面から、裏面から、又は双方から吹き付けるのが好ましい。これらの中でも、コッ
トンフィルターやメンブランフィルターによる濾過や超音波照射が好ましい。上記のよう
な装置を適宜選択して使用することにより塗布層の均一性が向上する。
【００４９】
　前記バック層が熱硬化の場合には、塗布乾燥した後、更に必要に応じてキュアを行うこ
とが好ましい。該キュアによって、熱架橋の場合は架橋を促進することができる。それ以
外の場合も残留溶剤を低減させて品質安定化を図れる。恒温槽等を用いて比較的高温で短
時間でもよく、また、比較的低温で長時間かけて熱処理してもよい。前記キュア条件は１
０～１３０℃程度の温度条件で１分～２００時間程度加温することが好ましく、１５～１
００℃の温度条件で２分～１８０時間程度加温することがより好ましい。
　前記バック層の製造では、生産性を重視するので、架橋が充分完了するまで時間をかけ
るのは困難である。したがって、４０～１００℃の温度条件で２分～１２０時間程度加温
することが好ましい。前記キュアは温風を塗布面に直接当ててもよく、ロール状、あるい
はシート状に裁断してまとめた状態で恒温槽に静置しても良い。温度をかけたくない場合
は減圧乾燥法でも良い。温度を段階的に上昇又は下降させるか、あるいは上層塗布後ある
いは単純に時間を分割するなど複数回に分けることによって、物性を制御したり生産工程
を効率化することもできる。
【００５０】
　前記紫外線による膜の形成は、塗布乾燥後に紫外線照射装置で光重合反応を施して行う
ことが好ましい。該紫外線硬化には、従来公知の照射装置を用いることができ、前記光源
としては、例えば、水銀ランプ、メタルハライドランプ、ガリウムランプ、水銀キセノン
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ランプ、フラッシュランプ、などが挙げられる。
　前記光重合開始剤又は光重合促進剤の紫外線吸収波長に対応した発光スペクトルを有す
る光源を使用すればよい。また、前記照射条件としては、樹脂を架橋させるために必要な
照射エネルギーに応じて、ランプ出力、搬送速度を決めればよい。また、電子線による架
橋硬化を行う場合、電子線照射装置としては、照射面積、照射線量などの目的に応じて、
走査形、非走査形いずれかを選べば良く、前記照射条件としては、樹脂を架橋するのに必
要な線量に応じて、電流、照射幅、搬送速度を決めれば良い。
【００５１】
　本発明の熱可逆記録媒体において、バック層（露出している最表面）の表面抵抗値は、
５℃－３０ＲＨ％から３５℃－８５ＲＨ％のいずれの環境下においても１×１０１１Ω／
□以下が好ましい。前記表面抵抗値が１×１０１２Ω／□以上では帯電する特性を示すが
、１×１０１２Ω／□以下では帯電するがすぐに減衰してしまい、１×１０９Ω／□以下
では帯電しない。また、表面抵抗値が１×１０１１Ω／□を有する塗膜を低湿環境で測定
すると抵抗値が１×１０１２Ω／□以上になることがある。これは、使用する帯電防止剤
が湿度影響を受けないものであっても、そのバインダーとなる樹脂が帯電することにより
効果が不十分となってしまうためである。このため、５℃－３０ＲＨ％から３５℃－８５
ＲＨ％のいずれの環境下においても、バック層の表面抵抗値が１×１０１１Ω／□以下の
表面抵抗値を保つように設計することにより、各使用環境での静電気の帯電がなくなり、
搬送不良の現象が現れない。
　ここで、前記表面抵抗値は、例えば、公知の表面抵抗測定装置を用いて測定することが
できる。
【００５２】
＜保護層＞
　本発明の熱可逆記録媒体には、前記感熱層を保護する目的で該感熱層上に保護層を設け
る。該保護層は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、１層
以上に形成してもよく、露出している最表面に設けることが好ましい。
【００５３】
　前記保護層には、針状導電性フィラーを添加してもよいし、針状導電性フィラーを添加
しなくてもよいが、前記熱可逆記録媒体の重送や紙詰まりなどの搬送不良を防止する観点
から、針状導電性フィラーを添加することが望ましい。該針状導電性フィラーとしては、
上記バック層と同様のものを用いることができる。
　前記保護層（露出している最表面）の表面抵抗値は、５℃－３０ＲＨ％から３５℃－８
５ＲＨ％のいずれの環境下においても１×１０１１Ω／□以下が好ましい。
　前記針状導電性フィラーの前記保護層における含有量は、１０～４０質量％が好ましく
、１５～３５質量％がより好ましく、１７～２５質量％が更に好ましい。
【００５４】
　前記保護層には、前記針状導電性フィラー以外にも、バインダー樹脂、その他の成分を
含むことができる。
　前記バインダー樹脂としては、例えば、熱硬化性樹脂、紫外線（ＵＶ）硬化性樹脂、電
子線硬化性樹脂、等が挙げられる。これらの中でも、保護層とバック層に同種類のＵＶ硬
化性樹脂層又は熱硬化性樹脂層を設けることでカールのバランスを取ることが可能となる
。即ち、繰り返し消去印字時にサーマルヘッド、ヒートローラ、イレーズバー等で加熱さ
れるが、その際に加熱された樹脂が収縮を起こすが、前記ＵＶ硬化性樹脂では、特に収縮
率が大きく、熱硬化性樹脂もＵＶ硬化性樹脂ほどではないが収縮率が大きい。そのため、
保護層とバック層に同種類のＵＶ硬化性樹脂層又は熱硬化性樹脂層を設けることでカール
のバランスを取ることが可能となる。これに対し、前記保護層とバック層に異なる種類の
ＵＶ硬化性樹脂層又は熱硬化性樹脂層を用いると樹脂特性の違いから、熱可逆記録媒体同
士が擦れた時に帯電しやすくなり、帯電防止フィラーの効果を十分に発揮することができ
なくなってしまう。
【００５５】
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　前記保護層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、０．１～１０．０μｍが好ましい。前記保護層の厚みが０．１μｍ未満であると
、前記感熱層の保護効果が十分でないことがあり、１０．０μｍを超えると、熱感度が低
下することがある。
【００５６】
　本発明の熱可逆記録媒体においては、前記バック層と前記保護層、前記バック層同士、
前記保護層同士の静摩擦係数の差が、それぞれ０．１以下が好ましい。これは、熱可逆記
録媒体をプリンターにセットした時に、その表裏を間違えてセットしても熱可逆記録媒体
がプリンター内で搬送不良を起こすことがないようにするためである。即ち、プリンター
に熱可逆記録媒体をセットすると給紙ローラと分離パッドにより媒体を１枚ずつ搬送する
が、このとき摩擦係数の差が０．１よりも大きくなると熱可逆記録媒体の間に摩擦力が生
じ、１枚ずつ給紙をする際に給紙ローラと分離パッドで分離するときに熱可逆記録媒体同
士の摩擦差があることによって分離できない現象が発生する。より理想的にはそれぞれの
摩擦係数の差が０に近いほど良い。
【００５７】
　また、前記バック層と前記保護層、前記バック層同士、前記保護層同士の静摩擦係数の
値は０．０５～０．３が好ましい。
　前記静摩擦係数が０．０５未満であると、重ねた熱可逆記録媒体が滑りやすくなり熱可
逆記録媒体を重ねた状態で維持することが難しくなり、扱いづらいものとなる。また、熱
可逆記録媒体同士が動き易いために使用する前に熱可逆記録媒体が擦れ合い表面に傷がつ
いてしまうという問題もある。０．３よりも大きくなると熱可逆記録媒体同士の摩擦力が
大きくなるため、給紙系における熱可逆記録媒体表面と給紙ローラとの摩擦力、熱可逆記
録媒体裏面と分離パッドとの摩擦力との関係で分離パッドと裏面との摩擦力と熱可逆記録
媒体同士の摩擦力の関係が近づく、あるいは逆転する現象が発生し、熱可逆記録媒体を搬
送することができなくなってしまい、また、分離パッドの設計範囲が限られてしまう。
【００５８】
＜感熱層＞
　前記感熱層は、温度に依存して色調が可逆的に変化する材料からなり、例えば、電子供
与性呈色化合物及び電子受容性化合物を少なくとも含み、バインダー樹脂、架橋剤、更に
必要に応じてその他の成分を含んでなる。
【００５９】
　前記感熱層における「温度に依存して色調が可逆的に変化する材料」とは、温度変化に
よって目に見える変化を可逆的に起こす現象を意味し、加熱温度及び加熱後の冷却速度の
違いにより相対的に発色した状態と消色した状態を形成し得ることを意味する。この場合
、該目に見える変化は色の状態の変化と形状の変化に分けられるが、本発明においては、
主に色の状態の変化を起こす材料を使用する。色の状態の変化には、透過率、反射率、吸
収波長、散乱度などの変化があり、実際の熱可逆記録材料はこれらの変化の組合せで表示
を行っている。より具体的には、熱により透明度や色調が可逆的に変化するものであれば
特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、常温より高い第一
の特定温度で第一の色の状態となり、第一の特定温度よりも高い第二の特定温度で加熱し
、その後、冷却することにより第二の色の状態となるもの、等が挙げられる。これらの中
でも、特に第一の特定温度と第二の特定温度で色の状態が変化するものが好適に用いられ
る。
【００６０】
　これらの例としては、第一の特定温度で透明状態となり、第二の特定温度で白濁状態と
なるもの（特開昭５５－１５４１９８号公報）、第二の特定温度で発色し、第一の特定温
度で消色するもの（特開平４－２２４９９６号公報、特開平４－２４７９８５号公報、特
開平４－２６７１９０号公報など）、第一の特定温度で白濁状態となり、第二の特定温度
で透明状態となるもの（特開平３－１６９５９０号公報）、第一の特定温度で黒、赤、青
等に発色し、第二の特定温度で消色するもの（特開平２－１８８２９３号、特開平２－１
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８８２９４号公報）等が挙げられる。
　これらの中でも、特に後述する電子供与性呈色化合物（発色剤）と、電子受容性化合物
（顕色剤）を用いた系が好ましい。
【００６１】
－電子供与性呈色化合物－
　前記電子供与性呈色化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、ロイコ染料などが挙げられる。
　該ロイコ染料は、それ自体無色又は淡色の染料前駆体であり、特に制限はなく、従来公
知のものの中から適宜選択することができ、例えば、トリフェニルメタンフタリド系、ト
リアリルメタン系、フルオラン系、フェノチジアン系、チオフェルオラン系、キサンテン
系、インドフタリル系、スピロピラン系、アザフタリド系、クロメノピラゾール系、メチ
ン系、ローダミンアニリノラクタム系、ローダミンラクタム系、キナゾリン系、ジアザキ
サンテン系、ビスラクトン系等のロイコ化合物が好ましく用いられる。これらの中で、発
消色特性、色彩、保存性等の点からフルオラン系又はフタリド系のロイコ染料が好ましく
、３－ジエチルアミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－（Ｎ－エチル－Ｎ－
ｐ－トルイジノ）アミノ－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－ジ（ｎ－ブチルア
ミノ）－６－メチル－７－アニリノフルオラン、３－ｎ－メチル－Ｎ－プロピルアミノ－
６－メチル－７－アニリノフルオラン等の黒発色系のロイコ染料；３－ジエチルアミノ－
７，８－ベンゾフルオラン、３－（Ｎ－エチル－Ｎ－イソアミル）－７，８－ベンゾフル
オラン、１，３－ジメチル－６－ジエチルアミノフルオラン、１，３－ジメチル－６－ジ
－ｎ－ブチルアミノフルオラン、３－ジエチルアミノ－７－メチルフルオラン、３，３－
ビス（１－ｎ－ブチル－２－メチルインドール－３－イル）フタリド等の赤発色系のロイ
コ染料；クリスタルバイオレットラクトン、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフ
ェニル）－３－（１－エチル－２－メチルインドール－１－イル）－４－アザフタリド、
３－（４－ジエチルアミノフェニル）－３－（１－エチル－２－インドール－３－イル）
フタリド等の青発色系のロイコ染料；１０－ジエチルアミノ－２－エチルベンゾ［１，４
］チアジノ［３，２－ｂ］フルオラン、３，３－ビス（１－ｎ－ブチル－２－メチルイン
ドール－３－イル）フタリド、３，３－ビス（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニ
ル）－４－アザフタリド、３－［２，２－ビス（１－エチル－２－メチル－３－インドリ
ル）ビニル］－３－（４－ジエチルアミノフェニル）フタリド、３－［１，１－ビス（４
－ジエチルアミノフェニル）エチレン－２－イル］－６－ジメチルアミノフタリド等の赤
外域に吸収を持つロイコ染料、などが挙げられる。これらの中でも、２－アニリノ－３－
メチル－６－ジエチルアミノフルオラン、２－アニリノ－３－メチル－６－ジ（ｎ－ブチ
ルアミノ）フルオランなどの２－アニリノ－３－メチル－６－二置換アミノフルオランや
、クリスタルバイオレットラクトン、３－（４－ジエチルアミノ－２－エトキシフェニル
）－３－（１－エチル－２－メチルインドール－１－イル）－４－アザフタリドが色調、
発色消色特性の点から好ましい。これらは単独で用いても混合しても良いし、異なる色調
に発色する層を積層する事によってマルチカラー、フルカラーにすることもできる。
【００６２】
－電子受容性化合物－
　前記電子受容性化合物としては、熱を因子として発消色を可逆的に行うことができるも
のであれば特に制限はなく、（１）電子供与性呈色化合物（発色剤）を発色させる顕色能
を有する構造（例えば、フェノール性水酸基、カルボン酸基、リン酸基など）及び（２）
分子間の凝集力を制御する構造（例えば、長鎖炭化水素基が連結した構造）、から選択さ
れる構造を分子内に１つ以上有する化合物が好適である。なお、連結部分にはヘテロ原子
を含む２価以上の連結基を介していてもよく、また、長鎖炭化水素基中にも同様の連結基
及び芳香族基の少なくともいずれかが含まれていてもよい。これらの中でも特に、下記一
般式（１）で表わされる炭素数８以上のアルキル鎖を有するフェノール化合物を用いるこ
とが好ましい。
【００６３】
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【化１】

【００６４】
　前記一般式（１）中、ｎは、１～３の整数を示す。
　Ｒ１は、置換基を有していてもよい炭素数２以上の脂肪族炭化水素基を表し、好ましく
は炭素数５以上の脂肪族炭化水素基であり、更に好ましくは炭素数１０以上の脂肪族炭化
水素基である。Ｒ２は、炭素数１以上１４以下の脂肪族炭化水素基を表し、Ｒ２の炭素数
が８以上１４以下がより好ましい。これらは１種又は２種以上を混合して用いてもよい。
　前記脂肪族炭化水素基は直鎖でも分枝していてもよく、不飽和結合を有していてもよい
。また、炭化水素基につく置換基としては、例えば、水酸基、ハロゲン原子、アルコキシ
基等がある。
　Ｒ１、Ｒ２の炭素数の和が７以下では発色の安定性や消色性が低下するため、炭素数は
８以上が好ましく、１１以上であることが更に好ましい。
　Ｘは、Ｎ原子又はＯ原子を含む２価の基を表し、好ましくはアミド基、尿素基であり、
更に好ましくは尿素基である。
【００６５】
　前記電子受容性化合物（顕色剤）は、消色促進剤として分子中に－ＮＨＣＯ－基、－Ｏ
ＣＯＮＨ－基を少なくとも一つ以上有する化合物を併用することにより、消色状態を形成
する過程において消色促進剤と顕色剤の間に分子間相互作用が誘起され、発消色特性が向
上するので好ましい。前記消色促進剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、下記一般式（２）～（８）で表される化合物、などが好ましい
。
【００６６】

【化２】

【００６７】
　前記一般式（２）～（８）において、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ４は、炭素数７以上２２以下の直
鎖アルキル基、分枝アルキル基、又は不飽和アルキル基を表す。Ｒ３は、炭素数１～１０
の２価の官能基を表す。Ｒ５は、炭素数４～１０の３価の官能基を表す。
【００６８】
　前記電子供与性呈色化合物（発色剤）と、前記電子受容性化合物（顕色剤）との混合割
合は、使用する化合物の組み合わせにより適切な範囲が変化し一概には規定できないが、
おおむねモル比で発色剤１に対し顕色剤が０．１～２０の範囲が好ましく、０．２～１０
の範囲がより好ましい。この好適範囲より顕色剤が少なくても多くても発色状態の濃度が
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低下し問題となる。
　また、前記消色促進剤を添加する場合は、その割合は顕色剤に対し０．１～３００質量
％が好ましく、３～１００質量％がより好ましい。なお、前記発色剤と前記顕色剤はマイ
クロカプセル中に内包して用いることもできる。
【００６９】
　前記発色層には、バインダー樹脂、更に必要に応じて発色層の塗布特性や発色消色特性
を改善したり制御するための各種添加剤を用いることができる。これらの添加剤としては
、例えば、界面活性剤、導電剤、充填剤、酸化防止剤、光安定化剤、発色安定化剤、消色
促進剤、などが挙げられる。
【００７０】
－バインダー樹脂－
　前記バインダー樹脂としては、支持体上に感熱層を結着することができれば特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができるが、従来から公知の樹脂の中から１種又は
２種以上を混合して用いることができる。これらの中でも、繰り返し時の耐久性を向上さ
せるため、熱、紫外線、電子線などによって硬化可能な樹脂が好ましく用いられ、特にイ
ソシアネート系化合物などを架橋剤として用いた熱硬化性樹脂が好適である。該熱硬化性
樹脂としては、例えば、前記バック層で用いられたバインダー樹脂と同様なものを好適に
用いることができる。
【００７１】
　前記感熱層中における前記発色剤とバインダー樹脂との混合割合（質量比）は、発色剤
１に対して０．１～１０が好ましい。バインダー樹脂が少なすぎると、前記感熱層の熱強
度が不足することがあり、一方、バインダー樹脂が多すぎると、発色濃度が低下して問題
となることがある。
【００７２】
　なお、前記感熱層を架橋させた場合、該感熱層のゲル分率は３０％以上が好ましく、５
０％以上がより好ましく、７０％以上が更に好ましい。前記ゲル分率が３０％未満である
と、架橋状態が十分でなく耐久性に劣ることがある。
【００７３】
　前記架橋剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
イソシアネート系硬化剤、などが好適である。該イソシアネート系硬化剤については、前
記バック層で用いられた硬化剤を用いることができる。
　前記バインダー樹脂が架橋状態にあるのか非架橋状態にあるのかを区別する方法として
は、例えば、塗膜を溶解性の高い溶媒中に浸すことによって区別することができる。すな
わち、非架橋状態にあるバインダー樹脂は、溶媒中に該樹脂が溶けだし溶質中には残らな
くなる。
【００７４】
　前記感熱層におけるその他の成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、画像の形成を容易にする観点から、界面活性剤、可塑剤、などが
挙げられる。
　前記界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活性剤、非イオン界面活性剤、両性界面活性剤
、などが挙げられる。
　前記可塑剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、リン酸エステル、脂肪酸エステル、フタル酸エステル、二塩基酸エステル、グリコール
、ポリエステル系可塑剤、エポキシ系可塑剤、などが挙げられる。
【００７５】
　前記感熱層用塗液に用いられる溶媒、塗液の分散装置、感熱層の塗工方法、乾燥・硬化
方法等は前記バック層で用いられた公知の方法を用いることができる。
　なお、感熱層用塗布液は前記分散装置を用いて各材料を溶媒中に分散しても良いし、各
々単独で溶媒中に分散して混ぜ合わせても良い。更に加熱溶解して急冷又は徐冷によって
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析出させても良い。
【００７６】
　前記感熱層を形成する方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、（１）前記樹脂、及び前記電子供与性呈色化合物及び電子受容性化合物
を溶媒中に溶解乃至分散させた感熱層用塗布液を支持体上に塗布し、該溶媒を蒸発させて
シート状等にするのと同時に又はその後に架橋する方法、（２）前記樹脂のみを溶解した
溶媒に前記電子供与性呈色化合物及び電子受容性化合物を分散させた感熱層用塗布液を支
持体上に塗布し、該溶媒を蒸発させてシート状等にすると同時に又はその後に架橋する方
法、（３）溶媒を用いず、前記樹脂と前記電子供与性呈色化合物及び電子受容性化合物と
を加熱溶融して互いに混合し、この溶融混合物をシート状等に成形して冷却した後に架橋
する方法、などが好適に挙げられる。なお、これらにおいて、前記支持体を用いることな
く、シート状の熱可逆記録媒体として成形することもできる。
【００７７】
　前記（１）又は（２）において用いる溶剤としては、前記樹脂及び前記電子供与性呈色
化合物及び電子受容性化合物の種類等によって異なり一概には規定することはできないが
、例えば、テトラヒドロフラン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、クロロ
ホルム、四塩化炭素、エタノール、トルエン、ベンゼン、などが挙げられる。
　なお、前記電子受容性化合物は、前記感熱層中では粒子状に分散して存在している。
【００７８】
　前記感熱層用塗布液には、コーティング材料用としての高度な性能を発現させる目的で
、各種顔料、消泡剤、顔料、分散剤、スリップ剤、防腐剤、架橋剤、可塑剤等を添加して
もよい。
　前記感熱層の塗工方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、ロール状で連続して、又はシート状に裁断した支持体を搬送し、該支持体上に、例え
ば、ブレード塗工、ワイヤーバー塗工、スプレー塗工、エアナイフ塗工、ビード塗工、カ
ーテン塗工、グラビア塗工、キス塗工、リバースロール塗工、ディップ塗工、ダイ塗工等
公知の方法で塗布する。
　前記感熱層用塗布液の乾燥条件としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えば、室温～１４０℃の温度で、１０分間～１時間程度、などが挙げられ
る。
【００７９】
　前記感熱層における前記樹脂を硬化させるには、加熱、紫外線照射、電子線照射などに
より行うことができる。これらの手段で硬化させる方法としては、具体的には、アクリル
共重合体（アクリル樹脂）とポリイソシアネート化合物とを反応させることにより硬化さ
せる。
【００８０】
　前記紫外線照射は、公知の紫外線照射装置を用いて行うことができ、該装置としては、
例えば、光源、灯具、電源、冷却装置、搬送装置等を備えたものが挙げられる。
　前記光源としては、例えば、水銀ランプ、メタルハライドランプ、カリウムランプ、水
銀キセノンランプ、フラッシュランプなどが挙げられる。該光源の波長は、前記熱可逆記
録媒体用組成物に添加されている光重合開始剤及び光重合促進剤の紫外線吸収波長に応じ
て適宜選択することができる。
　前記紫外線照射の条件としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、前記樹脂を架橋するために必要な照射エネルギーに応じてランプ出力、搬送
速度等を決めればよい。
【００８１】
　前記電子線照射は、公知の電子線照射装置を用いて行うことができ、該電子線照射装置
は、走査型（スキャンビーム）又は非走査型（エリアビーム）の２種に大別でき、その条
件としては照射面積、照射線量等に応じて選択することができる。また、電子線照射条件
は、樹脂を架橋するために必要な線量に応じて、電子流、照射幅、搬送スピードを考慮し



(19) JP 4335017 B2 2009.9.30

10

20

30

40

50

、下記数式から決定することができる。
　　Ｄ＝（△Ｅ／△Ｒ）・η・Ｉ／（Ｗ・Ｖ）
　前記数式中、Ｄは、必要線量（Ｍｒａｄ）を表す。△Ｅ／△Ｒは、平均エネルギー損失
を表す。ηは、効率を表す。Ｉは、電子流（ｍＡ）を表す。Ｗは、照射幅（ｃｍ）を表す
。Ｖは、搬送速度（ｃｍ／ｓ）を表す。
　なお、工業的には、前記数式を簡略化し、下記数式を用いることが好ましい。
　　Ｄ・Ｖ＝Ｋ・Ｉ／Ｗ
　なお、装置定格は、Ｍｒａｄ・ｍ／ｍｉｎで表され、電子流定格は、２０～５００ｍＡ
程度が選択される。
【００８２】
　前記感熱層の膜厚は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、１～２０μｍが好ましく、３～１５μｍがより好ましい。
　前記感熱層の厚みが、薄すぎると発色濃度が低くなるため、画像のコントラストが低く
なることがあり、一方、厚すぎると層内での熱分布が大きくなり、発色温度に達せず発色
しない部分が発生し、希望とする発色濃度を得ることができなくなることがある。
【００８３】
　本発明の熱可逆記録媒体は、前記感熱層の他に、更に必要に応じて適宜選択した、中間
層、アンダーコート層、光熱変換層、着色層、空気層、光反射層、接着層、中間層、保護
層、接着剤層、粘着層等のその他の層を有していてもよい。これら各層は、単層構造であ
ってもよいし、積層構造であってもよい。
【００８４】
－中間層－
　前記熱可逆記録媒体には、保護層形成液の溶剤やモノマー成分等から感熱層を保護する
目的で、前記保護層と前記感熱層との間に中間層を設けることができる（例えば、特開平
１－１３３７８１号公報参照）。
　前記中間層の材料としては、感熱層中のバインダー樹脂の材料として挙げたもの以外に
、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂等の樹脂成分を用いることができる。該樹脂成分としては
、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、ポリ
ビニルブチラール、ポリウレタン、飽和ポリエステル、不飽和ポリエステル、エポキシ樹
脂、フェノール樹脂、ポリカーボネート、ポリアミド、などが挙げられる。
【００８５】
　また、前記中間層には、紫外線吸収剤を含有させることが好ましい。該紫外線吸収剤と
しては、有機系及び無機系化合物のいずれでも用いることができる。
　前記有機系紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフェノン系
、サリチル酸エステル系、シアノアクリレート系、ケイ皮酸系の紫外線吸収剤が挙げられ
、好ましくはベンゾトリアゾール系である。これらの中でも、水酸基を隣接する嵩高い官
能基で保護したものが特に好ましく、さらには２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ
－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチ
ル－５’－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’，５’
－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（２’－ヒドロキシ
－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール等が好ま
しい。アクリル系樹脂、スチレン系樹脂等の共重合した高分子にこのような紫外線吸収能
を有する骨格のものをペンダントしても良い。
　前記有機系紫外線吸収剤の含有量は、前記中間層の樹脂成分全質量に対し０．５～１０
質量％が好ましい。
【００８６】
　前記無機系紫外線吸収剤としては、平均粒径１００ｎｍ以下の金属系化合物が好適であ
り、例えば、酸化亜鉛、酸化インジウム、アルミナ、シリカ、酸化ジルコニア、酸化スズ
、酸化セリウム、酸化鉄、酸化アンチモン、酸化バリウム、酸化カルシウム、酸化バリウ
ム、酸化ビスマス、酸化ニッケル、酸化マグネシウム、酸化クロム、酸化マンガン、酸化
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タンタル、酸化ニオブ、酸化トリウム、酸化ハフニウム、酸化モリブデン、鉄フェライト
、ニッケルフェライト、コバルトフェライト、チタン酸バリウム、チタン酸カリウムのよ
うな金属酸化物又はこれらの複合酸化物、硫化亜鉛、硫酸バリウムのような金属硫化物又
は硫酸化合物、チタンカーバイド、シリコンカーバイド、モリブデンカーバイド、タング
ステンカーバイド、タンタルカーバイドのような金属炭化物、窒化アルミニウム、窒化珪
素、窒化ホウ素、窒化ジルコニウム、窒化バナジウム、窒化チタニウム、窒化ニオブ、窒
化ガリウムのような金属窒化物等が挙げられる。これらの中でも、好ましくは金属酸化物
系超微粒子であり、さらに好ましいのはシリカ、アルミナ、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化
セリウムである。これらは、表面をシリコーン、ワックス、有機シラン、又はシリカ等で
処理することもできる。
　前記無機系紫外線吸収剤の含有量は、体積分率で１～９５％の範囲が好ましい。なお、
これらの有機系及び無機系紫外線吸収剤は感熱層に含有させてもよい。
【００８７】
　前記中間層の膜厚は、０．１～２０μｍが好ましく、０．５～５μｍがより好ましい。
前記中間層の塗液に用いられる溶媒、塗液の分散装置、中間層の塗工方法、中間層の乾燥
・硬化方法等は、前記バック層、感熱層、保護層で用いられた公知の方法を用いることが
できる。
【００８８】
　前記熱可逆記録媒体には、印加した熱を有効に利用するため、支持体と感熱層の間に断
熱性のアンダーコート層を設けることができる。アンダーコート層は、有機又は無機の微
小中空体粒子を含有したバインダー樹脂を用いて塗布することにより形成できる。また、
支持体と感熱層の接着性の改善や支持体への感熱層材料の浸透防止を目的としたアンダー
コート層を設けることもできる。
　前記アンダーコート層には、前記の感熱層用、又は保護層用の樹脂と同様の樹脂を用い
ることができる。また、感熱層及びアンダーコート層には、炭酸カルシウム、炭酸マグネ
シウム、酸化チタン、酸化ケイ素、水酸化アルミニウム、カオリン、タルクなどの無機フ
ィラー及び各種有機フィラーの少なくともいずれかを含有させることができる。その他、
滑剤、界面活性剤、分散剤などを含有させることもできる。
【００８９】
　前記熱可逆記録媒体には、前記支持体と前記感熱層との間に視認性を向上させる目的で
、着色層を設けることが好ましい。前記着色層は、着色剤及び樹脂バインダーを含有する
溶液、又は分散液を対象面に塗布し、乾燥するか、あるいは、単に着色シートを貼り合せ
ることにより形成することができる。
【００９０】
　前記熱可逆記録媒体には、カラー印刷層を設けることができる、前記カラー印刷層にお
ける着色剤としては、従来のフルカラー印刷に使用されるカラーインク中に含まれる各種
の染料及び顔料等が挙げられ、前記樹脂バインダーとしては各種の熱可塑性、熱硬化性、
紫外線硬化性又は電子線硬化性樹脂、等が挙げられる。該カラー印刷層の厚みとしては、
印刷色濃度に対して適宜変更されるため、所望の印刷色濃度に合わせて選択することがで
きる。
【００９１】
　前記熱可逆記録媒体は、前記支持体と前記感熱層との間に、空気層による非密着部を有
していてもよい。前記感熱層に用いられる前記有機高分子化合物の屈折率が１．４～１．
６程度であり、空気の屈折率１．０との差が大きいため、該空気層を有すると、前記感熱
層と前記非密着部との界面で光が反射し、該感熱層が白濁状態の時に白濁度を増幅するこ
とができ、視認性を向上させることができ、該空気層による非密着部を表示部として好適
に用いることができる。
　前記空気層は、断熱層としても機能するため、感熱度を向上させることができ、また、
クッション層としても機能し、サーマルヘッドからの圧力を分散させることができ、前記
感熱層の変形、物理的な力による表面削れ等を防ぎ、繰返し耐久性を向上させることがで
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きる。
【００９２】
　また、前記熱可逆記録媒体には、ヘッドマッチング層を設けてもよい。前記ヘッドマッ
チング層の材料としては、耐熱性樹脂、無機顔料、などが挙げられる。前記耐熱性樹脂と
しては、前記保護層中に用いられる耐熱性樹脂と同じものが好適に用いられる。前記無機
顔料としては、例えば、炭酸カルシウム、カオリン、シリカ、水酸化アルミニウム、アル
ミナ、ケイ酸アルミニウム、水酸化マグネシウム、炭酸マグネシウム、酸化マグネシウム
、酸化チタン、酸化亜鉛、硫酸バリウム、タルク、等が挙げられる。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。前記無機顔料の粒径としては、例えば
、０．０１～１０．０μｍが好ましく、０．０５～８．０μｍがより好ましい。該無機顔
料の添加量としては、前記耐熱性樹脂１質量部に対し、０．００１～２質量部が好ましく
、０．００５～１質量部がより好ましい。
【００９３】
　また、支持体と感熱層の間に、レーザー記録を可能とするため、レーザー光を吸収して
光エネルギーを熱エネルギーに変換する光熱変換層を設けても構わない。
　更に、前記感熱層のデザイン性を向上させるため、少なくとも１層の印刷層を設けても
良い。
【００９４】
　なお、前記保護層、前記カラー印刷層、前記ヘッドマッチング層中に含まれる樹脂を、
熱、紫外線、電子線等により硬化させる場合には、前記バック層、感熱層の樹脂を架橋さ
せるために用いた架橋剤、光重合開始剤、光重合促進剤を添加することが好ましい。
【００９５】
　本発明の熱可逆記録媒体は、その用途に応じて所望の形状に加工することができ、例え
ば、カード状、シート状、ロール状などに加工される。本発明では、特にカードサイズよ
りも大きいＡ５サイズからＡ４サイズのシートサイズに加工されていることが好ましい。
また、カード状に加工されたものについてはプリペイドカードやポイントカード、さらに
はクレジットカードなどへの応用が挙げられる。カードサイズよりも大きなシートサイズ
では印字する範囲が広くなるため一般文書や工程管理用の指示書等に使用することができ
る。また、塵やゴミの発生が無いため、クリーンルーム等で使用することもできる。
【００９６】
　本発明の熱可逆記録媒体は、非可逆性感熱層を併用しても構わない。この場合、それぞ
れの感熱層の発色色調は同じでも異なってもよい。また、本発明の熱可逆記録媒体の感熱
層と同一面の一部もしくは全面、又は／もしくは反対面の一部分に、オフセット印刷、グ
ラビア印刷などの印刷、又はインクジェットプリンター、熱転写プリンター、昇華型プリ
ンターなどによって任意の絵柄などを施した着色層を設けても良く、さらに着色層上の一
部分もしくは全面に硬化性樹脂を主成分とするＯＰニス層を設けてもよい。前記任意の絵
柄としては、文字、模様、図柄、写真、赤外線で検知する情報、などが挙げられる。また
、単純に構成する各層のいずれかに染料や顔料を添加して着色することもできる。
　更に、本発明の熱可逆記録媒体には、セキュリティのためにホログラムを設けることも
できる。また、意匠性付与のためにレリーフ状、インタリヨ状に凹凸を付けて人物像や社
章、シンボルマーク等のデザインを設けることもできる。
【００９７】
　前記熱可逆記録媒体に対する画像の形成及び消去は、公知の画像処理装置を用いて行う
ことができ、後述する本発明の画像処理装置を用いて行うのが好ましい。
【００９８】
　前記画像処理装置としては、例えば、前記熱可逆記録媒体に対し、画像の形成を行うた
めの画像形成手段と、画像の消去を行うための画像消去手段とを備えたものが好適に挙げ
られ、これらの中でも、処理時間が短かい点で、前記画像形成手段と前記画像消去手段と
を兼用した画像形成兼消去手段を備えたものが好ましく、具体的には、サーマルヘッドを
用い、該サーマルヘッドに印加するエネルギーを変化させることにより画像を処理可能な
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画像処理装置、又は、画像形成手段がサーマルヘッドであり、画像消去手段がサーマルヘ
ッド、セラミックヒータ（アルミナ基板上に発熱抵抗体をスクリーン印刷した発熱体）、
ホットスタンプ、ヒートローラ、ヒートブロック等の発熱体を接着させる接触押圧型手段
、あるいは温風や赤外線などを用いた非接触型手段のうち一つから選択される画像処理装
置などが挙げられる。
【００９９】
（熱可逆記録部材）
　本発明の熱可逆記録部材は、前記可逆表示可能な感熱層と情報記憶部とを、同一のカー
ドに設け（一体化させ）、該情報記憶部の記憶情報の一部を感熱層に表示することにより
、カード所有者等は特別な装置がなくてもカードを見るだけで情報を確認することができ
、利便性に優れる。また、情報記憶部の内容を書き換えた時には熱可逆性記録部の表示を
書き換えることで、熱可逆記録媒体を繰り返し何度も使用することができる。
　なお、前記情報記憶部としては、特に制限はないが、例えば、磁気記録層や磁気ストラ
イプ、ＩＣメモリー、光メモリー、ＲＦ－ＩＤタグなどが好ましく用いられる。特にカー
ドサイズよりも大きなサイズのシート媒体では、ＩＣメモリー、ＲＦ－ＩＤタグが好まし
く用いられる。なお、前記ＲＦ－ＩＤタグはＩＣチップと、該ＩＣチップに接続したアン
テナとから構成されている。
　前記感熱層としては、通常用いられる酸化鉄、バリウムフェライト等と塩ビ系やウレタ
ン系樹脂、ナイロン系樹脂等を用い、支持体上に塗工形成されるか、又は蒸着・スパッタ
リング等の方法により樹脂を用いず形成される。前記感熱層は支持体における該感熱層と
は反対側の面に設けてもよいし、支持体と該感熱層との間、該感熱層上の一部に設けても
よい。また、表示に用いる可逆感熱材料をバーコード、２次元コード等により記憶部に用
いてもよい。これらの中では磁気記録、ＩＣが更に好ましい。
【０１００】
　ここで、更に具体的には、以下の本発明の熱可逆記録ラベル、熱可逆記録部材、画像処
理装置及び画像処理方法などに特に好適に使用することができる。なお、本発明において
、熱可逆記録媒体表面とは、感熱層側表面のことを意味し、保護層に限ったものでなく、
印刷層表面、ＯＰ層表面など印字消去の際サーマルヘッドに接触する全て又は一部の面を
意味している。
【０１０１】
　本発明の熱可逆記録部材は、前記可逆表示可能な感熱層と情報記憶部とを有し、該情報
記憶部の好適なものとしてＲＦ－ＩＤタグが挙げられる。図１は、ＲＦ－ＩＤタグ８５の
概略図を示す。このＲＦ－ＩＤタグ８５はＩＣチップ８１と、該ＩＣチップに接続したア
ンテナ８２とから構成されている。前記ＩＣチップ８１は記憶部、電源調整部、送信部、
受信部の４つに区分されており、それぞれが働きを分担して通信を行っている。通信はＲ
Ｆ－ＩＤタグとリーダライタのアンテナが電波により通信してデータのやり取りを行う。
具体的には、ＲＦ－ＩＤのアンテナがリーダライタからの電波を受信し共振作用により電
磁誘導等により起電力が発生する。これによりＲＦ－ＩＤタグ内のＩＣチップが起動し、
チップ内の情報を信号化し、その後、ＲＦ－ＩＤタグから信号を発信する。この情報をリ
ーダライタ側のアンテナで受信してデータ処理装置で認識し、ソフト側でデータ処理を行
う。
　前記ＲＦ－ＩＤタグはラベル状又はカード状に加工されており、図２に示すように、Ｒ
Ｆ－ＩＤタグ８５を本発明の前記熱可逆記録媒体に貼り付けることができる。ＲＦ－ＩＤ
タグ８５は記録層面又はバック層面に貼ることができるが、バック層面に貼ることが望ま
しい。ＲＦ－ＩＤタグと熱可逆記録媒体を貼り合わせるためには公知の接着剤又は粘着剤
を使用することができる。
【０１０２】
　図３は、熱可逆記録媒体を産業用リライタブルシート（熱可逆記録部材）９０に適用し
た例を示し、図３（Ａ）に示すように、感熱層側には書き換え可能な表示部が設けられて
おり、裏面（バック層）には、図３（Ｂ）に示すように、ＲＦ―ＩＤタグを貼り合わせて
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もよく、図２に示すようにＲＦ－ＩＤタグを貼り付けてもよいが、利便性が向上する点で
ＲＦ－ＩＤタグを有するものが好ましい。
　図４に、本発明の前記熱可逆記録媒体（リライタブルシート）とＲＦ－ＩＤタグを組み
合わせた産業用リライタブルシートの使い方の例を示す。まず、納品された原材料に対し
て物品名と数量などの情報をシートとＲＦ－ＩＤタグに記録し、通い箱等に添付し検品さ
れる。次工程では納入された原材料に加工指示が与えられ、リライタブルシートとＲＦ－
ＩＤタグに情報が記録され加工指示書となり加工工程へと進む。次いで、加工された商品
には発注指示書として発注情報が記録されたリライタブルシートとＲＦ－ＩＤタグが添付
され、商品出荷後にリライタブルシートを回収し出荷情報を読み取り、再度納品書として
使われる。
【０１０３】
　本発明の熱可逆記録ラベルは、本発明の前記熱可逆記録媒体における画像を形成する面
と反対側の面（支持体の上に前記感熱層を有する場合には、該支持体における前記感熱層
を形成した面の反対側の面）に接着剤層及び粘着剤層の少なくともいずれかを有してなり
、更に必要に応じて適宜選択したその他の層を有してなる。
【０１０４】
　前記接着剤層乃至前記粘着剤層の形状、構造、大きさ等については、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前記形状としては、シート状、フィルム
状などが挙げられ、前記構造としては、単層構造であってもよいし、積層構造であっても
よく、前記大きさとしては、前記感熱層よりも大きくてもよいし、小さくてもよい。
　前記接着剤層乃至前記粘着剤層の材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂
、酢ビ系樹脂、酢酸ビニル－アクリル系共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、アク
リル系樹脂、ポリビニルエーテル系樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル系共重合体、ポリスチ
レン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリアミド系樹脂、塩素化ポリ
オレフィン系樹脂、ポリビニルブチラール系樹脂、アクリル酸エステル系共重合体、メタ
クリル酸エステル系共重合体、天然ゴム、シアノアクリレート系樹脂、シリコーン系樹脂
、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよ
く、また、ホットメルトタイプでもよく、また、剥離紙を用いてもよいし、無剥離紙タイ
プでもよい。
【０１０５】
　前記熱可逆記録ラベルが前記接着剤層及び前記粘着剤層の少なくともいずれかを有して
いると、前記感熱層の塗布が困難な磁気ストライプ付塩化ビニル製カード等の厚手基板の
全面又は一部に、貼付可能であり、磁気に記憶された情報の一部を表示可能とすることが
できる。
　前記熱可逆記録ラベルは、フレキシブルディスク（ＦＤ）、ＭＤ、ＤＶＤ－ＲＡＭ、等
の記録情報が書換可能なディスクを内蔵したディスクカートリッジ上の表示ラベルの代替
品とすることができる。
【０１０６】
　図５は、本発明の熱可逆記録ラベル１０をＭＤのディスクカートリッジ７０上に貼付し
た例を示す。この場合、ＭＤへの記憶内容の変更に応じて自動的に表示内容を変更するな
どの用途への応用が可能である。なお、ＣＤ－ＲＷ等のディスクカートリッジを用いない
ディスクの場合には、直接ディスクに本発明の前記熱可逆記録ラベルを貼付してもよい。
　図６は、本発明の熱可逆記録ラベル１０をＣＤ－ＲＷ７１上に貼付した例を示す。この
場合、ＣＤ－ＲＷの変わりにＣＲ－Ｒ等の追記型ディスク上に、前記熱可逆記録ラベルを
貼付して、そのＣＤ－Ｒに追記した記憶情報の一部を替換え表示することが可能である。
【０１０７】
　図７は、ＡｇＩｎＳｂＴｅ系の相変化形記憶材料を用いた光情報記録媒体（ＣＤ－ＲＷ
）上に、本発明の前記熱可逆記録ラベルを貼付した例である。このＣＤ－ＲＷの基本的な
構成は、案内溝を有する基体１１１上に、第１誘電体層１１０、光情報記憶層１０９、第
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２誘電体層１０８、反射放熱層１０７、中間層１０６がこの順に設けられ、基体１１１の
裏面にハードコート層１１２を有する。このＣＤ－ＲＷの中間層１０６上に、本発明の熱
可逆記録ラベル１０が貼付されている。熱可逆記録ラベル１０は、接着剤層及び粘着剤の
いずれかの層１０５、バック層１０４、支持体１０３、可逆感熱層１０２、及び保護層１
０１をこの順に有してなる。なお、前記誘電体層は必ずしも前記光情報記憶層の両側に設
ける必要はないが、前記基体がポリカーボネート樹脂のように耐熱性が低い材料の場合に
は、第一誘電体層１１０を設けることが望ましい。
【０１０８】
　図８は、本発明の熱可逆記録ラベル１０をビデオカセット７２上に貼付した例を示す。
この場合、ビデオテープカセットへの記憶内容の変更に応じて自動的に表示内容を変更す
るなどの用途への応用が可能である。
【０１０９】
　前記熱可逆記録機能を、カード、ディスク、ディスクカートリッジ、及びテープカセッ
ト上に設ける方法としては、前記熱可逆記録ラベルを貼る方法以外に、それらの上に前記
感熱層を直接塗布する方法、予め別の支持体上に前記感熱層を形成しておき、前記カード
、前記ディスク、前記ディスクカートリッジ及び前記テープカセット上に該感熱層を転写
する方法、などが挙げられる。前記感熱層を転写する方法の場合には、前記感熱層上にホ
ットメルトタイプなどの前記接着層や前記粘着層を設けておいてもよい。前記カード、前
記ディスク、前記ディスクカートリッジ及びテープカセットなどのように剛直なものの上
に前記熱可逆記録ラベルを貼付したり、前記感熱層を設ける場合には、サーマルヘッドと
の接触性を向上させて画像を均一に形成するために弾力があり、クッションとなる層、又
はシートを剛直な基体とラベル若しくは前記感熱層の間に設けることが好ましい。
【０１１０】
　本発明の熱可逆記録媒体は、例えば、図９に示すように、支持体１１上に、可逆性感熱
層１３、中間層１４、及び保護層１５を設け、支持体１１の裏面にバック層１６を設けて
なるフィルム、図１０に示すように、支持体１１上に、可逆性感熱層１３、及び保護層１
５を設け、支持体１１の裏面にバック層１６を設けてなるフィルム、などの態様をとるこ
とができる。
　これら各態様のフィルム（熱可逆記録媒体）は、例えば、図２に示すＲＦ－ＩＤタグ８
５を設けたシート状の各種産業用リライタブルシートなどに好適に使用することができる
。また、例えば、図１１Ａに示すように、印刷表示部２３を有する熱可逆記録カード２１
に加工した形態として使用することができる。なお、図１１Ｂに示すように、カードの裏
面側は磁気記録部と、該磁気記録部の上にバック層２４が形成されている。
【０１１１】
　また、図１２Ａに示す熱可逆記録部材（カード）は、支持体上に、可逆性感熱層、保護
層を設けてなるフィルムをカード状に加工し、ＩＣチップを納める窪み部２５を形成する
と共に、カード状に加工したものである。図１２Ａでは、カード状の熱可逆記録媒体に書
き換え記録部２６がラベル加工されるとともに、カートの裏面側には所定箇所にＩＣチッ
プ埋め込み用窪み部２５が形成されている。この窪み部２５に、図１２Ｂに示すようにウ
エハ２３１が組込まれて固定される。ウエハ２３１は、ウエハ基板２３２上に、集積回路
２３３が設けられると共に、集積回路２３３に電気的に接続されている複数の接触端子２
３４がウエハ基板２３２に設けられる。この接触端子２３４はウエハ基板２３２の裏面側
に露出しており、専用のプリンタ（リーダライタ）が、接触端子２３４に電気的に接触し
て所定の情報を読み出したり書き換えたりできるように構成されている。
【０１１２】
　次に、前記熱可逆記録カードについて図１３を参照しつつ、その機能について説明する
。図１３Ａは、集積回路２３３を示す概略の構成ブロック図である。また、図１３Ｂは、
ＲＡＭの記憶データの一例を示す構成ブロック図である。集積回路２３３は、例えば、Ｌ
ＳＩで構成されており、その中には制御動作を所定の手順で実行することのできるＣＰＵ
２３５と、ＣＰＵ２３５の動作プログラムデータを格納するＲＯＭ２３６と、必要なデー
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タの書き込み及び読み出しができるＲＡＭ２３７を含む。更に、集積回路２３３は、入力
信号を受けてＣＰＵ２３５に入力データを与えるとともにＣＰＵ２３５からの出力信号を
受けて外部に出力する入出力インターフェース２３８と、図示を省略しているが、パワー
オンリセット回路、クロック発生回路、パルス分周回路（割込パルス発生回路）、アドレ
スデコーダ回路とを含む。
　ＣＰＵ２３５は、パルス分周回路から定期的に与えられる割込パルスに応じて、割込制
御ルーチンの動作を実行することが可能となる。また、アドレスデコード回路は、ＣＰＵ
２３５からのアドレスデータをデコードし、ＲＯＭ２３６、ＲＡＭ２３７、入出力インタ
ーフェース２３８にそれぞれ信号を与える。入出力インターフェース２３８には、複数（
図１３中では８個）の接触端子２３４が接続されており、前記専用プリンタ（リーダライ
タ）からの所定データがこの接触端子２３４から入出力インターフェース２３８を介して
ＣＰＵ２３５に入力される。ＣＰＵ２３５は、入力信号に応答して、かつＲＯＭ２３６内
に格納されたプログラムデータに従って、各動作を行い、かつ所定のデータ、信号を入出
力インターフェース２３８を介してシートリーダライタに出力する。
【０１１３】
　図１３Ｂに示すように、ＲＡＭ２３７は、複数の記憶領域２３９ａ～２３９ｇを含む。
例えば、領域２３９ａにはシート番号が記憶されている。例えば、記憶領域２３９ｂには
、シート管理者の氏名、所属、電話番号等のＩＤデータが記憶されている。例えば、記憶
領域２３９ｃには、使用者の使用しうる残存余白又は取り扱いに関する情報が記憶されて
いる。例えば、記憶領域２３９ｄ、記憶領域２３９ｅ、記憶領域２３９ｆ及び記憶領域２
３９ｇには、前管理責任者、前使用者に関する情報、などが記憶される。
【０１１４】
　本発明の前記熱可逆記録ラベル及び前記熱可逆記録部材の少なくともいずれかは、特に
制限はなく、各種画像処理方法及び画像処理装置により、画像処理することができが、後
述する本発明の画像処理装置を用いて好適に画像の形成及び消去を行うことができる。
【０１１５】
（画像処理方法及び画像処理装置）
　本発明の画像処理装置は、画像形成手段及び画像消去手段の少なくともいずれかを有し
、更に必要に応じて適宜選択したその他の手段、例えば、搬送手段、制御手段等を有して
なる。
　本発明の画像処理方法は、前記本発明の前記熱可逆記録媒体を加熱して画像の形成及び
消去の少なくともいずれかを行い、更に必要に応じて適宜選択したその他の工程、例えば
、搬送工程、制御工程等を有してなる。
【０１１６】
　本発明の画像処理方法は、本発明の画像処理装置により好適に実施することができ、前
記本発明の熱可逆記録媒体を加熱して画像の形成及び画像の消去の少なくともいずれかは
前記画像形成手段及び画像消去手段の少なくともいずれかにより行うことができ、前記そ
の他の工程は前記その他の手段により行うことができる。
【０１１７】
－画像形成手段及び画像消去手段－
　前記画像形成手段は、本発明の前記熱可逆記録媒体を加熱して画像を形成する手段であ
る。また、前記画像消去手段は、前記本発明の熱可逆記録媒体を加熱して画像を消去する
手段である。
　前記画像形成手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、サーマルヘッド、レーザーなどが挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
　前記画像消去手段としては、本発明の前記熱可逆記録媒体を加熱して画像を消去する手
段であり、例えば、ホットスタンプ、セラミックヒータ、ヒートローラ、ヒートブロック
、熱風等や、サーマルヘッド、レーザー照射装置、等が挙げられる。これらの中では、セ
ラミックヒータが好適である。前記セラミックヒータを用いることにより、装置が小型化
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でき、かつ安定した消去状態が得られ、コントラストのよい画像が得られる。前記セラミ
ックヒータの設定温度としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、１１０℃以上が好ましく、１１２℃以上がより好ましく、１１５℃以上が特に
好ましい。
【０１１８】
　前記サーマルヘッドを用いることにより、更に小型化が可能となり、また、消費電力を
低減することが可能であり、バッテリー駆動のハンディタイプの装置も可能となる。また
、前記画像の記録及び消去を兼ねて一つのサーマルヘッドとすることができ、この場合は
、更に小型化が可能となる。一つのサーマルヘッドで記録と消去とを行う場合、一旦前画
像を全部消去した後、改めて新しい画像を記録してもよいし、画像毎にエネルギーを変え
て一度に前の画像を消去し、新しい画像を記録していくオーバーライト方式も可能である
。該オーバーライト方式においては、前記画像の記録及び消去を合わせた時間が少なくな
り、記録のスピードアップにつながる。
　前記感熱層と情報記憶部とを有する熱可逆記録部材（カード）を用いる場合、上記装置
には、情報記憶部の記憶を読み取る手段と書き換える手段なども含まれる。
【０１１９】
　前記搬送手段は、前記熱可逆記録媒体を順次搬送する機能を有している限り特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、搬送ベルト、搬送ローラ、搬送ベ
ルトと搬送ローラとの組合せ、などが挙げられる。
【０１２０】
　前記制御手段は、前記各工程を制御する機能を有する限り特に制限はなく、各工程の制
御を行うことができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機器が挙げられる。
【０１２１】
　本発明の画像処理装置により本発明の画像処理方法を実施する一の態様について、図１
４～図１６を参照しながら説明する。図１４に示すように、画像処理装置１００は、ヒー
トローラ９６と、サーマルヘッド９５、及び搬送ローラを備えている。この画像処理装置
においては、ヒートローラ９６にて感熱層に記録された画像を加熱消去する。次いで、処
理された新しい情報がサーマルヘッド９５により感熱層に記録される。
【０１２２】
　また、熱可逆記録媒体がＲＦ－ＩＤタグを有している場合には、図１５及び図１６に示
すように、更に、ＲＦ－ＩＤ読み取り装置９９を備えている。この場合、図１６に示すよ
うな並列タイプの画像処理装置の態様もある。
　図１５及び図１６に示すように、この画像処理装置１００においては、最初、熱可逆記
録媒体に貼り付けられたＲＦ－ＩＤタグの情報をＲＦ―ＩＤリーダライタ９９により読み
取り、新しい情報をＲＦ－ＩＤに入力した後に、ヒートローラ９６にて感熱記録層に記録
された画像を加熱消去する。更に、ＲＦ－ＩＤリーダライタによって読み取り書き換えた
情報を基にして、処理された新しい情報をサーマルヘッドにより可逆感熱記録層に記録さ
れる。
　なお、ＲＦ－ＩＤリーダライタ以外ではバーコード読み取り装置や、磁気ヘッド等を用
いても良い。バーコード読み取り装置の場合には可逆感熱記録層に既に記録されているバ
ーコード情報を読み取った後、ヒートローラにより可逆感熱記録層に記録されたバーコー
ド及び可視化情報を消去し、バーコードから読み取った情報を基に処理された新しい情報
がバーコード及び可視化情報としてサーマルヘッドにより可逆感熱記録層に記録される。
　図１４又は図１５に示す画像処理装置については、可逆性感熱記録媒体をスタックして
おくトレーがあり、ここから媒体がフリクションパッド方式等の給紙方法により１枚ずつ
ピックアップされる。搬送された媒体は搬送ローラにより搬送され、ＲＦ―ＩＤリーダラ
イタ部分へと送られ、ここでデータの読み書きが行われる。更に、搬送ローラにより消去
ユニットであるヒートローラ部へ媒体が搬送され、媒体に記録されている可視化情報が消
去される。その後、サーマルヘッド部へと搬送され、媒体に新しい情報を記録する。その
後、搬送ローラにより媒体が搬送され、上部の排紙部より媒体が搬出される。
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　ここで、ヒートローラの設定温度は可逆性感熱記録媒体の消去温度にマッチングする温
度設定にすることが望ましい。例えば、ヒートローラ表面温度は、１００℃以上１９０℃
以下が好ましく、１１０℃以上１８０℃以下がより好ましく、１１５℃以上１７０℃以下
が更に好ましい。
【０１２３】
　更に、図１７を参照しながら説明する。図１７Ａに示す画像処理装置は、前記加熱処理
手段としてのサーマルヘッド５３と、セラミックヒータ３８と、磁気ヘッド３４と、搬送
ローラ３１、４０及び４７とを備えている。
　図１７Ａに示すように、この画像処理装置においては、最初、熱可逆記録媒体の磁気感
熱層に記憶された情報を磁気ヘッドで読み取る。次に、セラミックヒータで可逆性感熱層
に記録された画像を加熱消去する。更に、磁気ヘッドで読み取られた情報をもとにして、
処理された新たな情報がサーマルヘッドにより、可逆性感熱層に記録される。その後、磁
気感熱層の情報も新たな情報に書き替えられる。
　図１７Ａに示す画像処理装置においては、感熱層の反対側に磁気感熱層を設けた熱可逆
記録媒体１は往復の矢印で図示されている搬送路に沿って搬送され、或いは搬送路に沿っ
て装置内を逆方向に搬送される。熱可逆記録媒体１は、磁気ヘッド３４及び搬送ローラ３
１間で磁気感熱層に磁気記録乃至消去され、セラミックヒータ３８及び搬送ローラ４０間
で画像消去のため加熱処理され、サーマルヘッド５３及び領域搬送ローラ４７間で画像形
成される。その後、装置外に搬出される。先に説明したように、セラミックヒータ３８の
設定温度は１１０℃以上が好ましく、１１２℃以上が更に好ましく、１１５℃以上が特に
好ましい。ただし、磁気記録の書替えはセラミックヒータによる画像消去の前であっても
よいし、後であってもよい。また、所望により、セラミックヒータ３８及び搬送ローラ４
０間を通過後、又はサーマルヘッド５３及び搬送ローラ４７間を通過後、搬送路を逆方向
に搬送される。セラミックヒータ３８よる再度の熱処理、サーマルヘッド５３による再度
の印字処理を施すことができる。
【０１２４】
　図１７Ｂの画像処理装置においては、出入口３０から挿入された熱可逆記録媒体１は、
一点破線で図示されている搬送路５０に沿って進行し、或いは搬送路５０に沿って装置内
を逆方向に進行する。出入口３０から挿入された熱可逆記録媒体１は、搬送ローラ３１及
びガイドローラ３２により記録装置内を搬送される。搬送路５０の所定位置に到達すると
センサ３３により制御手段３４ｃを介してその存在を認識され、磁気ヘッド３４とプラテ
ンローラ３５との間で磁気感熱層に磁気記録或いは記録消去され、ガイドローラ３６及び
搬送ローラ３７間を通過し、ガイドローラ３９及び搬送ローラ４０間を通過し、センサ４
３により、セラミックヒータ制御手段３８ｃを介してその存在を認識して作動するセラミ
ックヒータ３８とプラテンローラ４４との間で画像消去のため加熱処理され、搬送ローラ
４５、４６及び４７により搬送路５０内を搬送され、所定位置にてセンサ５１により、サ
ーマルヘッド制御手段５３ｃを介してその存在を認識して作動するサーマルヘッド５３及
びプラテンローラ５２間で画像形成され、搬送路５６ａから搬送ローラ５９及びガイドロ
ーラ６０により出口６１を経て装置外に搬出される。ここで、セラミックヒータ３８の設
定温度としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、上述したよう
に、１１０℃以上が好ましく、１１２℃以上が更に好ましく、１１５℃以上が特に好まし
い。
【０１２５】
　また、所望により、搬送路切換手段５５ａを切り替えることにより搬送路５６ｂに導き
、熱可逆記録媒体１の押圧により入力するリミットスイッチ５７ａの作動により逆方向に
動く搬送ベルト５８によって、熱可逆記録媒体１を再度、サーマルヘッド５３及びプラテ
ンローラ５２間で熱処理した後、搬送路切換手段５５ｂを切り替えることにより通じる搬
送路４９ｂ、リミットスイッチ５７ｂ、搬送ベルト４８を介して順方向に搬送し、搬送路
５６ａから搬送ローラ５９及びガイドローラ６０により出口６１を経て装置外に搬出する
ことができる。更に、このような分岐した搬送路及び搬送切換手段は、セラミックヒータ
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３８の両側に設けることもできる。その場合には、センサ４３ａを、プラテンローラ４４
と搬送ローラ４５との間に設けることが望ましい。
【０１２６】
　本発明の画像処理装置及び画像処理方法によると、帯電防止及びカール発生の防止を図
れ、搬送性が著しく向上した前記本発明の熱可逆記録媒体を用いているので、印字と消去
を繰り返してもカールの発生がなく、熱可逆記録媒体が重送や紙詰まりなどの搬送不良と
なることが防止でき、高速で処理可能であり、高コントラストな画像を形成することがで
きる。
【実施例】
【０１２７】
　以下、実施例により本発明について詳細に説明するが、本発明は、下記実施例に何ら限
定されるものではない。
【０１２８】
（実施例１）
－熱可逆記録媒体の作製－
（１）支持体
　支持体として、厚み１２５μｍの白濁ポリエステルフィルム（帝人デュポン株式会社製
、テトロンフィルムＵ２Ｌ９８Ｗ）を用いた。
【０１２９】
（２）感熱層
－感熱層用塗布液の調製－
　下記構造式で表される顕色剤３質量部、ジアルキル尿素（日本化成株式会社製、ハクリ
ーンＳＢ）１質量部、アクリルポリオール５０質量％溶液（三菱レイヨン株式会社製、Ｌ
Ｒ３２７）９質量部、及びメチルエチルケトン７０質量部を、ボールミルを用いて平均粒
径が約１μｍまでなるように粉砕分散した。
【化３】

【０１３０】
　次に、この顕色剤を粉砕分散させた分散液に、２－アニリノ－３－メチル－６ジブチル
アミノフルオラン１質量部、及びイソシアネート（日本ポリウレタン株式会社製、コロネ
ートＨＬ）３質量部を加え、良く撹拌させて感熱層用塗布液を調製した。
　次に、得られた感熱層用塗布液を前記支持体上にワイヤーバーを用いて塗布し、１００
℃にて２分で乾燥後、６０℃にて２４時間キュアーを行って膜厚約１１μｍの感熱層を形
成した。
【０１３１】
（３）中間層
－中間層用塗布液の調製－
　アクリルポリオール樹脂５０質量％溶液（三菱レーヨン株式会社製、ＬＲ３２７）３質
量部、酸化亜鉛微粒子３０質量％分散液（住友セメント株式会社製、ＺＳ３０３）７質量
部、イソシアネート（日本ポリウレタン株式会社製、コロネートＨＬ）１．５質量部、及
びメチルエチルケトン７質量部を加え、良く攪拌して中間層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層を塗布済み支持体上に、前記中間層用塗布液をワイヤーバーにて塗布
し９０℃にて１分の加熱乾燥後、６０℃にて２時間加熱し、膜厚約２μｍの中間層を形成
した。
【０１３２】
（４）保護層
－保護層用塗布液の調製－
　ペンタエリスルトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
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ＰＨＡ）３質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アートレジ
ンＵＮ－３３２０ＨＡ）３質量部、ジペンタエリスリトールカプロラクトンのアクリル酸
エステル（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０）３質量部、シリカ
（水澤化学工業株式会社製、Ｐ－５２６）１質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株
式会社製、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１１質量部
を加え、ボールミルにて良く攪拌して平均粒径が約３μｍまでになるように分散し、保護
層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、及び中間層を塗布済み支持体上に、前記保護層用塗布液をワイヤー
バーにて塗布し９０℃にて１分の加熱乾燥後、８０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて
、膜厚約４μｍの保護層を形成した。
【０１３３】
（５）バック層
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）７．５質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アート
レジンＵＮ－３３２０ＨＡ）２．５質量部、導電性ウィスカー（大塚化学株式会社製、デ
ントールＷＫ－２００、長軸＝１０～２０μｍ、短軸＝０．４～０．７μｍ、構成：Ｋ２

Ｏ・ｎＴｉＯ２／ＳｎＯ２Ｓｂ２Ｏ６）２．５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー
株式会社製、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１３質量
部を加え、ボールミルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８０Ｗ
／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約５μｍのバック層を形成した。
　以上により、実施例１の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１３４】
（実施例２）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層及び保護層は、実施例１と同じものを使用
し、バック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同様にし
て、実施例２の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１３５】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）７質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アートレジ
ンＵＮ－３３２０ＨＡ）３質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－
１０００、長軸＝１．６８μｍ、短軸＝０．１３μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ
被覆の酸化チタン）２．５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製、イルガ
キュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１３質量部を加え、ボールミ
ルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調製した。
【０１３６】
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８
０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１３７】
（実施例３）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、塗布する支持体、可逆性感熱層、中間層、及び保護層は、実施例１
と同じものを使用し、バック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実
施例１と同様にして、実施例３の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１３８】
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－バック層用塗布液の調製－
　ウレタンアクリレート（新中村化学株式会社製、Ｕ－１５ＨＡ）７．５質量部、ウレタ
ンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アートレジンＵＮ－３３２０ＨＡ）２
．５質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－２０００、長軸＝２．
８６μｍ、短軸＝０．２１μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ被覆の酸化チタン）２
．５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製、イルガキュア１８４）０．５
質量部、及びイソプロピルアルコール１３質量部を加え、ボールミルにて良く攪拌してバ
ック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８
０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１３９】
（実施例４）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層及び保護層は、実施例１と同じものを使用
し、バック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同様にし
て、実施例４の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１４０】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）６．５質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アート
レジンＵＮ－３３２０ＨＡ）３．５質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製
、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ、短軸＝０．２７μｍ、構成：アンチモンドープ
酸化スズ被覆の酸化チタン）１．３質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製
、イルガキュア１８４）０．５質量部、シリカ（水澤化学工業株式会社製、Ｐ－５２６）
０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１４質量部を加え、ボールミルにて良く攪拌
してバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８
０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１４１】
（実施例５）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層は、実施例１と同じものを使
用し、バック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同様に
して、実施例５の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１４２】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）７．５質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アート
レジンＵＮ－３３２０ＨＡ）２．５質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製
、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ、短軸＝０．２７μｍ、構成＝アンチモンドープ
酸化スズ被覆の酸化チタン）２．５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製
、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１３質量部を加えボ
ールミルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８０Ｗ
／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１４３】
（実施例６）
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－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層は、実施例１と同じものを使
用し、バック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同様に
して、実施例６の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１４４】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）８質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アートレジ
ンＵＮ－３３２０ＨＡ）２質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－
３０００、長軸＝５．１５μｍ、短軸＝０．２７μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ
被覆の酸化チタン）７質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製、イルガキュ
ア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１７．５質量部を加え、ボールミ
ルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８
０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１４５】
（実施例７）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層は、実施例１と同じものを使用し、保護層
及びバック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同様にし
て、実施例７の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１４６】
－保護層用塗布液の調製－
　ペンタエリスルトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）３質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アートレジ
ンＵＮ－３３２０ＨＡ）３質量部、ジペンタエリスリトールカプロラクトンのアクリル酸
エステル（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０）３質量部、針状導
電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ、短軸＝０
．２７μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ被覆の酸化チタン）２．５質量部、光重合
開始剤（日本チバガイギー株式会社製、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプ
ロピルアルコール１１質量部を加え、ボールミルにて良く攪拌して平均粒径約３μｍまで
なるように分散し、保護層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、及び中間層を塗布済み支持体上に、前記保護層用塗布液をワイヤー
バーにて塗布し９０℃にて１分の加熱乾燥後、８０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて
、膜厚約４μｍの保護層を形成した。
【０１４７】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）７．５質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アート
レジンＵＮ－３３２０ＨＡ）２．５質量部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製
、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ、短軸＝０．２７μｍ、構成：アンチモンドープ
酸化スズ被覆の酸化チタン）２．５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製
、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール１３質量部を加え、
ボールミルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥後、８
０Ｗ／ｃｍの紫外線ランプで架橋させて、膜厚約４μｍのバック層を形成した。
【０１４８】
（実施例８）
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－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、及び中間層は、実施例１と同じものを使用し、保
護層、及びバック層については、下記の組成からなるものを用いた以外は、実施例１と同
様にして、実施例８の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１４９】
－保護層用塗布液の調製－
　アクリルポリオール５０質量％溶液（三菱レイヨン株式会社製、ＬＲ３２７）１０質量
部、イソシアネート系硬化剤（日本ポリウレタン株式会社製、コロネートＨＬ）３質量部
、シリカ（水澤化学工業株式会社製、Ｐ－５２６）１質量部、及びメチルエチルケトン１
６質量部を加え、ボールミルにて良く攪拌して平均粒径約３μｍまでなるように分散し、
保護層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、及び中間層を塗布済み支持体上に、保護層用塗布液をワイヤーバー
にて塗布し１００℃２分で乾燥後、６０℃にて２４時間キュアーを行って、膜厚約４μｍ
の保護層を形成した。
【０１５０】
－バック層用塗布液の調製－
　アクリルポリオール５０質量％溶液（三菱レイヨン株式会社製、ＬＲ３２７）１０質量
部、イソシアネート系硬化剤（日本ポリウレタン株式会社製、コロネートＨＸ）２質量部
、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ、
短軸＝０．２７μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ被覆の酸化チタン）２質量部、及
びメチルエチルケトン６質量部を加え、ボールミルにて良く攪拌してバック層用塗布液を
調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、１００℃にて２分で乾燥後、６０
℃にて２４時間キュアーを行って、膜厚約９μｍのバック層を形成した。
【０１５１】
（比較例１）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例５において、バック層用塗布液における針状導電性フィラーをシリカ（水澤化学
工業株式会社製、Ｐ－５２６、形状：不定形、平均粒径約＝３μｍ）に変えた以外は、実
施例５と同様にして、支持体に感熱層、中間層、保護層、及びバック層を設け、比較例１
の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１５２】
（比較例２）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例５において、バック層用塗布液における針状導電性フィラーを白色導電性酸化チ
タン（石原産業株式会社製、ＥＴ－５００Ｗ、形状：球状、平均粒径＝０．２～０．３μ
ｍ）に変えた以外は、実施例５と同様にして、支持体に感熱層、中間層、保護層、及びバ
ック層を設け、比較例２の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１５３】
（比較例３）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層については実施例１と同様に
設け、以下の構成のバック層を設けた以外は、実施例１と同様にして、比較例３の熱可逆
記録媒体を作製した。
【０１５４】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）７．５質量部、ウレタンアクリレートオリゴマー（根上工業株式会社製、アート
レジンＵＮ－３３２０ＨＡ）２．５質量部、透明導電剤（石原産業株式会社製、ＳＮＳ－
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１０Ｍ、固形分３０質量％、５０％粒径＝０．１１５±０．０１５μｍ、構成＝アンチモ
ンドープ酸化スズ、形状：球状）５５質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社
製、イルガキュア１８４）０．５質量部、及びイソプロピルアルコール２４．５質量部を
混合して、常法によりバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、１００℃にて２分で乾燥後、６０
℃にて２４時間キュアーを行って、膜厚約９μｍのバック層を形成した。
【０１５５】
（比較例４）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例８において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層については実施例８と同様に
設け、以下の構成のバック層を設けた以外は、実施例８と同様にして、比較例４の熱可逆
記録媒体を作製した。
【０１５６】
－バック層用塗布液の調製－
　アクリルポリオール５０質量％溶液（三菱レイヨン株式会社製、ＬＲ３２７）１０質量
部、イソシアネート系硬化剤（日本ポリウレタン株式会社製、コロネートＨＸ）２質量部
、アクリル系カチオン帯電防止剤（三菱化学株式会社製、サフトマーＳＴ－２１００）７
質量部、及びメチルエチルケトン１６質量部を混合して、常法によりバック層用塗布液を
調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、１００℃にて２分で乾燥後、６０
℃にて２４時間キュアーを行って、膜厚約９μｍのバック層を形成した。
【０１５７】
（比較例５）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層については実施例１と同様に
設け、以下の構成のバック層を設けた以外は、実施例１と同様にして、比較例５の熱可逆
記録媒体を作製した。
【０１５８】
－バック層用塗布液の調製－
　ペンタエリスリトールヘキサアクリレート（日本化薬株式会社製、ＫＡＹＡＲＡＤ　Ｄ
ＰＨＡ）３質量部、紫外線硬化型帯電防止剤（新中村化学株式会社製、Ｕ－２０１ＰＡ－
６０）７質量部、光重合開始剤（日本チバガイギー株式会社製、イルガキュア１８４）０
．５質量部、シリカ（水澤化学工業株式会社製、Ｐ－５２６）１質量部、及びイソプロピ
ルアルコール１７．５質量部を混合して、常法によりバック層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記バック層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、１００℃にて２分で乾燥後、６０
℃にて２４時間キュアーを行って、膜厚約９μｍのバック層を形成した。
【０１５９】
（比較例６）
－熱可逆記録媒体の作製－
　実施例１において、支持体、感熱層、中間層、及び保護層については実施例１と同様に
設け、以下の構成の導電層及びバック層を設けた以外は、実施例１と同様にして、比較例
６の熱可逆記録媒体を作製した。
【０１６０】
－導電層用塗布液の調製－
　ポリウレタン樹脂（日本ポリウレタン株式会社製、ニッポランＮ－５１９９）２０質量
部、針状導電性酸化チタン（石原産業株式会社製、ＦＴ－３０００、長軸＝５．１５μｍ
、短軸＝０．２７μｍ、構成：アンチモンドープ酸化スズ被覆の酸化チタン）２０質量部
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、メチルエチルケトン２５質量部、トルエン２５質量部、及びイソプロピルアルコール１
０質量部を混合し、ボールミルにて良く攪拌して導電層用塗布液を調製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を塗布済み支持体の塗工されていない側の面上
に、前記導電層用塗布液をワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥して、膜
厚約１．５μｍの導電層を形成した。
【０１６１】
－バック層用塗布液の調製－
　アクリル樹脂（三菱レイヨン株式会社製、ＢＲ－８５）２０質量部、ナイロンフィラー
（神東塗料株式会社製、ＭＷ－３３０）０．６質量部、メチルエチルケトン３９質量部、
及びトルエン３９質量部を混合して、ボールミルにて良く攪拌してバック層用塗布液を調
製した。
　次に、前記感熱層、中間層、及び保護層を設け、その反対面に導電層を塗布した支持体
の導電層の表面にワイヤーバーにて塗布し、９０℃にて１分の加熱乾燥して、膜厚約５μ
ｍのバック層を形成した。
【０１６２】
　次に、作製した実施例１～８及び比較例１～６の熱可逆記録媒体について、以下のよう
にして、繰り返し消去印字テスト、カール性、及び表面抵抗値の測定を行った。
【０１６３】
＜シート用リライタブルプリンターを用いた繰り返し消去印字テスト＞
　使用したシート用リライタブルプリンターは、消去部と印字部からなり、該消去部はヒ
ートローラ、前記印字部はサーマルヘッドで構成されている。ヒートローラは熱可逆記録
媒体が消去できる１３０℃に設定した。サーマルヘッドは京セラ株式会社製８ｄｏｔ／ｍ
ｍのＡ４サイズを使用し、印加電圧２４Ｖにて印字を行った。搬送速度は３０ｍｍ／ｓｅ
ｃにて行った。
　各熱可逆記録媒体は給紙トレーに５０枚をスタックさせ、フリクションパッド給紙方式
にて１枚ずつ搬送して消去部にて記録画像の消去を行い、印字部にて画像の印字を行った
。スタックした５０枚の熱可逆記録媒体を全て印字した後、再び使用した熱可逆記録媒体
をスタックさせて消去印字を行い、これを繰り返し１００回行った。結果を表１に示す。
〔試験環境〕
　前記１００回繰り返し消去印字テストは、大型定温恒温高湿器内にリライタブルプリン
ターをセットして５℃－３０ＲＨ％環境、２０℃－５０ＲＨ％環境、及び３５℃－８５Ｒ
Ｈ％環境の３環境にて繰り返し耐久性試験を行った。
〔評価基準〕
　各環境下にて繰り返し消去印字テストを行っている際に、熱可逆記録媒体の搬送性を確
認した。搬送性については以下のようにして判定した。
　「優」・・・試験中に搬送不良や熱可逆記録媒体の重送の発生が無い。
　「可」・・・重送の発生は無いが印字画像にズレが発生する。
　「重送不良」・・・重送して搬送不良が発生する。
　「給紙不良」・・・熱可逆記録媒体が給紙部で搬送できずにつまりが発生する。
【０１６４】
＜カール性の評価＞
　カール性の評価は、１００回繰り返し消去印字テスト終了後の熱可逆記録媒体を、水平
な面に置き、該熱可逆記録媒体の四隅がカールしている状態を直尺にて測定し、平均した
値を求めた。カール性については以下の評価基準に基づき判定した。結果を表２に示す。
〔評価基準〕
　◎・・・カールが５ｍｍ未満である。
　○・・・カールが５ｍｍ以上１０ｍｍ未満である。
　△・・・カールが１０ｍｍ以上１５ｍｍ未満である。
　×・・・カールが１５ｍｍ以上である。
【０１６５】
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＜表面抵抗値の測定＞
　各熱可逆記録媒体のバック層（支持体の感熱層を設ける面と反対側の露出している最表
面層）の表面抵抗値は、表面抵抗測定器（ダイアインスツルメンツ株式会社製、ハイレス
タＵＰ）を用い、測定電圧１０Ｖにて測定した。測定は、５℃－３０ＲＨ％、２０℃－５
０ＲＨ％、及び３５℃－８５ＲＨ％の３環境にて測定を行った。結果を表３に示す。なお
、１００回繰り返し消去印字テスト終了後の熱可逆記録媒体の表面抵抗値も同様の結果で
あった。
【０１６６】
【表１】

【０１６７】
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【０１６８】
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【表３】

【０１６９】
　表１～表３の結果から、実施例１～８の熱可逆記録媒体は、カール発生が防止でき、重
送して搬送不良が起きることもなく、また、給紙部において搬送ができずに紙詰まりが発
生しないことが認められる。
　これに対し、比較例１では、消去と印字を繰り返していく間に静電気が発生し、熱可逆
記録媒体同士が貼り付いて重送が発生した。
　比較例２では、低温低湿環境にて媒体の貼り付きにより重送が発生した。また、これ以
外の環境下では、画像のズレが発生した。
　比較例３及び比較例４では、消去と印字による熱により熱可逆記録媒体のカールが大き
くなったため、給紙部で熱可逆記録媒体を搬送することができず、紙詰まりが発生した。
　比較例５及び比較例６では、熱可逆記録媒体のカール発生による搬送不良が発生し、低
温低湿環境では静電気による熱可逆記録媒体の貼り付きによる重送不良が発生した。
【産業上の利用可能性】
【０１７０】
　本発明の熱可逆記録媒体は、カード状に加工されたものについてはプリペイドカード、
ポイントカード、更には、クレジットカードなどに用いられる。カードサイズよりも大き
なシートサイズでは印字する範囲が広くなるため、一般文書や工程管理用の指示書等に使
用することができる。従って、本発明の熱可逆記録媒体は、入出チケット、冷凍食品用容
器、工業製品、各種薬品容器等のステッカー、物流管理用途、製造工程管理用途などの大
きな画面、多様な表示に幅広く用いることができ、更には、塵やゴミの発生が無いため、
クリーンルーム等で使用することもできる。
【図面の簡単な説明】
【０１７１】
【図１】図１は、ＲＦ－ＩＤタグの一例を示す概略図である。
【図２】図２は、熱可逆記録媒体のバック層面側にＲＦ－ＩＤタグを貼り合せた状態を示
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す概略図である。
【図３】図３は、産業用リライタブルシート（熱可逆記録媒体）の一例を示す概略図であ
る。
【図４】図４は、産業用リライタブルシート（熱可逆記録媒体）の使用方法を示す概略図
である。
【図５】図５は、本発明の熱可逆記録媒体ラベルをＭＤのディスクカートリッジ上に貼付
した状態の一例を示す概略図である。
【図６】図６は、本発明の熱可逆記録媒体ラベルをＣＤ－ＲＷ上に貼付した状態の一例を
示す概略図である。
【図７】図７は、本発明の熱可逆記録媒体ラベルを光情報記録媒体（ＣＤ－ＲＷ）上に貼
付した状態の一例を示す概略断面図である。
【図８】図８は、本発明の熱可逆記録媒体ラベルをビデオカセットに貼付した状態の一例
を示す概略図である。
【図９】図９は、本発明の熱可逆記録媒体の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図１０】図１０は、本発明の熱可逆記録媒体の層構成の別の一例を示す概略断面図であ
る。
【図１１】図１１Ａは、本発明の熱可逆記録媒体の一例をカード状に加工したものの表面
側の概略図である。図１１Ｂは、図１１Ａの裏面側の概略図である。
【図１２】図１２Ａは、本発明の熱可逆記録媒体の一例を他のカード状に加工した例の概
略図である。図１２Ｂは、図１２ＡのＩＣチップ用窪み部に埋め込まれるＩＣチップの概
略図である。
【図１３】図１３Ａは、集積回路を示す概略の構成ブロック図である。図１３Ｂは、ＲＡ
Ｍが複数の記憶領域を含むことを示す概略図である。
【図１４】図１４は、本発明の画像処理方法に用いる画像処理装置の一例を示す概略図で
ある。
【図１５】図１５は、本発明の画像処理方法に用いる画像処理装置の別の一例を示す概略
図である。
【図１６】図１６は、本発明の画像処理方法に用いる画像処理装置の更に別の一例を示す
概略図である。
【図１７】図１７Ａは、面像の消去をセラミックヒータ、画像の形成をサーマルヘッドで
それぞれ行う場合の画像処理装置の概略図を示す。図１７Ｂは、本発明の画像処理装置の
一例を示す概略図である。
【符号の説明】
【０１７２】
　　　　１　　　熱可逆記録媒体
　　　１０　　　熱可逆記録ラベル
　　　１１　　　支持体
　　　１３　　　可逆性感熱層
　　　１４　　　中間層
　　　１５　　　保護層
　　　１６　　　バック層
　　　２２　　　書き換え記録部
　　　２３　　　印刷表示部
　　　２４　　　バック層
　　　２５　　　窪み部
　　　２６　　　書き換え記録部
　　　３０　　　出入口
　　　３１　　　搬送ローラ
　　　３２　　　ガイドローラ
　　　３３　　　センサ
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　　　３４　　　磁気ヘッド
　　　３４ｃ　　制御手段
　　　３５　　　プラテンローラ
　　　３６　　　ガイドローラ
　　　３７　　　搬送ローラ
　　　３８　　　セラミックヒータ
　　　３８ｃ　　セラミックヒータ制御手段
　　　３９　　　ガイドローラ
　　　４０　　　搬送ローラ
　　　４３　　　センサ
　　　４３ａ　　センサ
　　　４４　　　プラテンローラ
　　　４５　　　搬送ローラ
　　　４６　　　搬送ローラ
　　　４７　　　搬送ローラ
　　　４８　　　搬送ベルト
　　　４９ｂ　　搬送路
　　　５０　　　搬送路
　　　５１　　　センサ
　　　５２　　　プラテンローラ
　　　５３　　　サーマルヘッド
　　　５３ｃ　　サーマルヘッド制御手段
　　　５５ａ　　搬送路切換手段
　　　５５ｂ　　搬送路切換手段
　　　５６ａ　　搬送路
　　　５６ｂ　　搬送路
　　　５７ａ　　リミットスイッチ
　　　５７ｂ　　リミットスイッチ
　　　５８　　　搬送ベルト
　　　５９　　　搬送ローラ
　　　６０　　　ガイドローラ
　　　６１　　　出口
　　　７０　　　ＭＤディスクカートリッジ
　　　７１　　　ＣＤ－ＲＷ
　　　７２　　　ビデオカセット
　　　８１　　　ＩＣチップ
　　　８２　　　アンテナ
　　　８５　　　ＲＦ－ＩＤタグ
　　　９０　　　産業用リライタブルシート（熱可逆記録部材）
　　　９４　　　セラミックヒータ
　　　９５　　　サーマルヘッド
　　　９６　　　ヒートローラ
　　　９７　　　給紙トレイ
　　　９８　　　熱可逆記録媒体（リライタブルシート）
　　　９９　　　ＲＦ－ＩＤリーダライタ
　　１００　　　画像処理装置
　　１０１　　　保護層
　　１０２　　　可逆感熱層
　　１０３　　　支持体
　　１０４　　　バック層
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　　１０５　　　接着剤層又は粘着剤層
　　１０６　　　中間層
　　１０７　　　反射放熱層
　　１０８　　　第２誘電体層
　　１０９　　　光情報記憶層
　　１１０　　　第１誘電体層
　　１１１　　　基体
　　１１２　　　ハードコート層
　　２３１　　　ウエハ
　　２３２　　　ウエハ基板
　　２３３　　　集積回路
　　２３４　　　接触端子
　　２３５　　　ＣＰＵ
　　２３６　　　ＲＯＭ
　　２３７　　　ＲＡＭ
　　２３８　　　入出力インターフェース
　　２３９ａ～２３９ｇ　　　記憶領域

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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【図１１】

【図１２】 【図１３】

【図１４】
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